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私たちのグループメッセージである「あしたを、つなぐ」は、
未来に向けて高い目標をやり遂げるチャレンジ精神と、お客さま・社会との関係性を意味しています。
これは、私たち自身への約束であり、お客さまと社会への約束です。

お客さまをはじめとする社会と永続的な信頼関係を築くこと。
事業を通じて環境負荷の低減などの社会課題に応えていくこと。
そして、商品やサービスを通じて新しい社会価値を創造していくこと。
グループ各社および社員が、それぞれの仕事や役割を通して、
社会的責任を果たし続けることで、より大きな信頼を築いていくこと。
こうした想いを事業活動を通して実現していくことが、私たちのCSRであると考えています。
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報告対象期間
2011年度（2011年4月1日～2012年3月31日）
※ 一部内容に2011年度以前、または以降の活動と見通しについても掲載しています。

報告対象範囲
野村不動産ホールディングスおよび野村不動産グループ各社（13社）
※ 組織名称は2012年11月1日現在のものです。

発行時期
2012年11月

次回発行予定
2013年11月

報告書内の記述について
● 本報告書において、「野村不動産ホールディングス」は野村不動産ホー
ルディングス株式会社を、「野村不動産グループ」は野村不動産ホール
ディングス株式会社および野村不動産グループ各社（13社）を示して
います。

● 本文に掲載している人名や会社名などは、原則として敬称を略してい
ます。

● 本報告書に掲載した内容は、過去と現在の事実だけではなく、発行時点
における計画や将来の見通しを含んでいます。これらは記述した時点で
把握している情報に基づく仮定や判断を含むものであり、将来の活動内
容や結果が掲載内容と異なる可能性があることをご了承ください。

住宅事業
住宅事業では、マンション・戸建住宅・再開発な
どの開発・分譲事業を行っています。製販一体
の強みを活かし、首都圏を中心に「PROUD」ブ
ランド展開を図り、マンション・戸建てを供給し
ています。また、2011年8月に新ブランド
「OHANA」を立ち上げ、首都圏の郊外エリアを
対象に事業展開しています。

■ 野村不動産（住宅事業本部）
■ プライムクロス

その他の事業
その他の事業では、主にフィットネスクラブを
展開しており、首都圏を中心に26店舗を運営
しています。

■ メガロス

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

野村不動産

「PROUD」ブランドを核としてマンション・戸建分譲を行う
住宅事業、オフィス賃貸・収益不動産開発を行う都市開発
事業、法人仲介・CRE（企業不動産）戦略支援を行う法人営
業事業の3つの事業を展開しています。

グループ企業一覧

仲介・CRE事業
仲介・CRE事業では、個人仲介において首都
圏を中心とした店舗網とインターネットサイト
の充実により、お客さまの住みかえニーズに
応えています。また、法人仲介においては、従
来から培ってきた5,000社を超える直接外交
ルートを活かし、案件の発掘、成約に結びつけ
ています。

■ 野村不動産（法人営業本部）
■ 野村不動産アーバンネット

賃貸事業
賃貸事業では、新宿野村ビルや東芝ビルディン
グなどのオフィスビル、ラゾーナ川崎プラザな
どの商業施設を保有・賃貸しています。また、
投資家向けにオフィスビル・商業施設・物流施
設などの収益不動産開発を行っています。

■ 野村不動産（都市開発事業本部）
■ NREG東芝不動産
■ 横浜ビジネスパーク熱供給
■ ジオ・アカマツ
■ NREG東芝不動産ファシリティーズ

運営管理事業
運営管理事業では、長年の実績によって磨かれ
たノウハウを活かし、住宅やオフィスビルなど
の管理やプロパティ・マネジメント業務を行って
おり、事業を通じて建物の資産価値と収益を高
めていくことに努めています。

■ 野村ビルマネジメント
■ 野村リビングサポート
■ 野村アメニティサービス
■ 野村不動産リフォーム

資産運用事業
資産運用事業では、投資法人や私募ファンドな
どからの委託による資産運用業務を行ってい
ます。2011年10月には当社グループの運用
会社3社を統合し、運用資産1兆円超の規模を
持つ国内最大級の不動産投資運用会社となり
ました。

■ 野村不動産投資顧問



グループ企業理念

GROUP MISSION～グループ・ミッション～

私たちは、すべての出会いを大切にし、
一人ひとりの創意工夫とグループの

力をもって、こだわりのクオリティを実現し、
社会からの信頼に応えます。

GROUP MESSAGE～グループ・メッセージ～

あしたを、つなぐ
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特集　P11

グループ企業理念

CSR推進基盤

品質・サービスの向上

人材の育成

ステークホルダーからの信頼を得、企業として持続的に
発展していくためには、事業の担い手である社員の成長が
不可欠であると考え、高い専門性・実行力・広い視野を持つ
人材の育成に取り組みます。

「お客さま第一の精神」に基づき、お客さまの声や社会的要請
を反映した安心・安全・高品質な商品・サービスの提供に取り
組みます。

CSR経営 4つの　　　重点テーマ

お客さまとともに

●  お客さま満足度向上への取り組み
●  安心・安全への取り組み
●  品質向上に向けた取り組み

地域・社会とともに
●  東日本大震災復興支援
●  地域・社会との共生
●  社会貢献活動

社員とともに
●  人材育成
●  ダイバーシティマネジメント
●  ワークライフバランス

私たちのCSRの考え方

私たちは、グループ企業理念をもとに、4つの重点テーマを軸としたCSR活動を推進しています。
日々の事業活動を通じて、社会や環境にかかわる課題に応えるとともに、新しい社会価値の創造に取り組み、
すべてのステークホルダーの皆さまへの責任を果たしていきます。
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特集　P6

グループ企業理念
あしたを、つなぐ
私たちは、すべての出会いを大切にし、
一人ひとりの創意工夫とグループの
力をもって、こだわりのクオリティを実現し、
社会からの信頼に応えます。

コンプライアンスの徹底

環境に配慮した取り組み

「野村不動産グループ環境理念」に基づき、先進技術と自然の
力を活用した環境負荷の低減、およびコミュニティ形成を通
じた環境意識啓発を基軸とした持続可能な社会の実現に取
り組みます。

当社グループが社会的責任を果たす第一歩は、役職員一人
ひとりが、高い倫理観のもと襟を正して行動することである
と考え、コンプライアンスの徹底に取り組みます。

CSR経営 4つの　　　重点テーマ

地球環境とともに

株主・投資家とともに
●  正確・適時・公平な情報開示
●  IRコミュニケーション
●  株主還元

取引先とともに

●  公正、透明な競争ならびに適正な取引
●  マニュアル・指針の周知徹底
●  取引先とのコミュニケーション

●  省エネ・CO2削減
●  省資源・廃棄物削減
●  有害物質削減
●  水環境保全
●  生物多様性保全
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社長メッセージ

安心・安全と持続可能な社会の実現に向けて、
事業活動を通した取り組みで社会的使命を果た
していきます。
野村不動産グループのグループ・メッセージである「あし

たを、つなぐ」は、お客さま・社会と当社グループの良き関
係・つながりを意味し、思い描く望ましい夢や未来・将来（＝
あした）を当社グループの商品・サービスが実現・提供する
（＝つなぐ）ことを約束しています。
折しも2011年度は東日本大震災からの復興を目指す中
で、お客さまの意識は安心・安全へと大きくシフトしました。
また、電力不足はエネルギー政策の転換と環境負荷の低減、
自然との共生への意識をさらに高めました。当社グループ
でも、これらを重要な社会的課題と位置づけ、各事業分野に
おいて商品・サービスの見直しと防災への取り組みを強化
してまいりました。

4つの重点テーマに関する2011年度の取り組み
当社グループは、昨年度、「顧客第一主義に基づく品質・
サービスの向上」「環境に配慮した取り組み」「コンプライア
ンスの徹底」「人材の育成」の4項目をCSRの重点テーマと
して掲げ、これらの実現に取り組んでまいりました。

■ 顧客第一主義に基づく品質・サービスの向上
当社グループは顧客第一主義に基づき、お客さまの声や
社会からの要請を事業に活かす取り組みを行っています。
東日本大震災後、各事業分野において「安心・安全」の実現
に向けて商品・サービスの見直しを行うとともに、防災対策
の一層の充実を図りました。
震災後、都心湾岸エリアにおいて初めて分譲されたタワー

マンションとなった「プラウドタワー東雲キャナルコート」で
は、お客さまの声をお聞きしながら「安心・安全」について
商品を再検討し、防災対策や液状化対策を強化しました。

■ 環境に配慮した取り組み
当社グループでは、「野村不動産グループ環境理念」のも

と、環境への取り組みを行っています。

2011年は東日本大震災の教訓により、社会全体の省エ
ネ・節電に対する意識が急速に高まりました。野村不動産で
は、スマートマンションエネルギーシステム「enecoQ（エネ
コック）」の開発、自然の力を活用したパッシブデザイン、
コミュニティ形成を通じた環境意識啓発活動などを通して、
「ふなばし森のシティ」において、「スマートシェア・タウン
構想」を具現化しています。

■ コンプライアンスの徹底
当社グループは、法令や企業倫理の遵守などのコンプラ

イアンスが、CSR経営の重要な基盤であると認識していま
す。2012年5月、コンプライアンス体制を強化するため、
「野村不動産グループ倫理規程」を制定しました。また、当社
にCSR委員会およびCSR推進部を設置し、役職員に対し継
続的な教育・啓発活動を、グループ一体で推進しています。

■ 人材の育成
優秀な人材をいかに育成し、活かしていくかは、重要な経
営課題であると考えています。2012年5月には、グループ
全体で人的資源を活用するために「グループ人事部」を新設
しました。すでに次世代リーダーの育成や女性活躍促進な
ど社員の成長をサポートするプログラムや研修制度を導入
していますが、今後はグループ間の人材交流などを通じて
グループ内の連携を強化し、社員が能力を最大限に発揮で
きる環境整備を推進します。

中長期経営計画の策定
当社グループを取り巻く環境は、国内経済の成熟化や世
界経済のボーダーレス化などにより変化し、また、少子高齢

「あしたを、つなぐ」を体現し、
持続可能なより良い未来を築きます。
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「あしたを、つなぐ」を体現し、
持続可能なより良い未来を築きます。

化や世帯構成の変化をはじめとする社会構造の変化および
顧客ニーズの多様化、並びに住宅・ビルのストック化、グ
ローバル化の進行といった動きは、今後も長期に亘り事業
環境に大きな影響を及ぼすことが見込まれます。
こうした環境変化を踏まえ、当社グループとしての長期に
亘るビジョンを定めた上で持続的成長を遂げていくことを
目指して、2013年3月期をスタートとする『中長期経営計画
（–2022.3）～Creating Value through Change～』を策
定しました。

中長期経営計画におけるビジョン

野村不動産グループは、このビジョンに則って、グループ
役職員一人ひとりが変化していく社会の声に常に耳を傾け、
それに応える新たな価値を創出し続けることで、グループ・
メッセージである「あしたを、つなぐ」を体現し、より良い未
来、持続可能な社会の実現に寄与していきたいと考えてい
ます。
ステークホルダーの皆さまにおかれましては、今後とも

ご理解とご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

野村不動産ホールディングス株式会社

取締役社長

『持続的変革を通じ、 
高い価値を創出し続ける企業グループへ』

未来に向かい、絶えず新たな挑戦をもって変革を追求し、

多様化する社会・顧客のニーズに応える高い価値を 

創出し続けます。



野村不動産ホールディングス  CSR報告書20126

野村不動産が推進する「ふなばし森のシティ」が、国土交通省が推進する平成
23年度「住宅・建築物省CO2先導事業」に認定されました。ハードとソフトの
両面から街区全体でエネルギーマネジメントに取り組んでいる点や多様な緑
化・景観計画が先導的である点が評価されたものです。
ここでは、当プロジェクトにおける環境への取り組みについてご紹介します。

首都圏では最大級の複合開発プロジェクト
「ふなばし森のシティ」（以下、「森のシティ」）は、JR「船橋」
駅から徒歩14分、東武野田線「新船橋」駅徒歩1分の「新船橋
駅東地区」に位置し、総開発面積約17.6ヘクタールの敷地に、
分譲マンション1,497戸、戸建住宅42戸の住宅を整備し、商
業施設、医療施設、大型公園、子育て施設が一体となった街づ
くりを行うプロジェクトです。野村不動産および三菱商事（株）
など複数の企業が参画して推進しており、国土交通省が推進
する平成23年度「住宅・建築物省CO2先導事業※1」に認定さ
れました。
※1  「住宅・建築物省CO2先導事業」  

省CO2の実現性が優れた先導的な住宅・建築プロジェクトを公募
し、採択された事業に対して国土交通省が補助を行います。

「スマートシェア・タウン構想」
この新しい街づくりのコンセプトは、「スマートシェア・タウ
ン構想」です。「スマート」は、最先端の技術や自然の営みから
学んだ知恵を指し、「シェア」は、居住者同士の絆やつながり
を生むさまざまな機会を表します。
「森のシティ」では、先進技術と自然の力を活用することで
環境負荷低減を実現し、さらに居住者が形成するコミュニティ
により環境価値を持続させていく、新しい街づくりを行って
います。

スマートマンションエネルギーシステム
「enecoQ（エネコック）」
この「スマートシェア・タウン構想」の鍵となるのが、スマート
マンションエネルギーシステム「enecoQ（エネコック）」です。
民間の分譲マンションシリーズでは初となるこのシステム

は、太陽光発電や情報通信技術を組み合わせることで、マン
ション内のエネルギー利用状況を一括管理し、共用部や各住
戸の電気の集中利用を抑えて、マンション全体でのエネル
ギー需要をコントロールするシステムです。

住戸内の工夫で容易に節約・省エネが可能
「enecoQ（エネコック）」では、使用エネルギーをマンショ
ンで一括購入することで電気料金の単価を下げるとともに、
「スマートプラン」の導入により、電気料金の単価を30分単位
の使用量に応じて細かく設定します。
各住戸内には、リアルタイムでエネルギー消費量を表示す

るパネルが設置されており、居住者は、「スマートプラン」を活
用してエネルギー消費量を自分でコントロールすることで、
電気料金を節約でき、結果として省エネも実現できるシステ
ムです。（HEMS※2）
また、過去のエネルギー消費量との比較もでき、マンション
や街区ごとに省エネコンテストを開催するなど、ゲーム性を持
たせることも可能です。居住者は楽しく省エネを実行し、エコ
意識を高めていくことのできるシステムです。

先進技術と自然の叡智、コミュニティを 
もとにした街づくり

「ふなばし森のシティ」

特集・1 

環境への 

取り組み
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「ふなばし森のシティ」

マンション全体でエネルギー消費の最適化を図る
これらの住戸ごとのデータは、インターネットを通じて

MEMS※3管理センターで一括管理されます。共用部のデマ
ンド・コントロールも可能で、例えば電気需要のピーク時に、
共用部の照明や空調の電力を制御して自動的にピークカット
を行うなど、マンション全体でエネルギー消費の最適化を図
ります。（MEMS）
非常時に利用される蓄電池や電気自動車（EV）のバッテリー

も太陽光発電（PV）から充電される（PV-EVシステム）ので、

スマートマンションエネルギーシステム
「enecoQ（エネコック）」概念図

住　戸

専　有　部

通信
電力

※街区によって、「enecoQ」が対応する設備およびサービス内容は異なります。

太陽光発電

マンション
エネルギー
マネジメント
システム※3

ガス水道

電気料金の単価を30分単位
の使用量に応じて細かく
設定する「スマートプラン」

電 気
ガ ス
水 道
CO2削減量

００kWh

（HEMS）※ 2

エネルギーの
見える化

専有部
スマートメーター

通信

東京電力（株） 電力

MEMS
管理センター インターネット

一括受電

MEMS

共　用　部
各住戸内に30分ごとに電気・ガス・水道・
CO2使用量を表示。パソコンや携帯電話
でも確認できます。

CO2排出ゼロで利用できます。また、駐車場などの照明や共
用部の一部の空調と連動しており、電力使用のピーク時には
充電時間を自動的に分散させます。

※2 HEMS（Home Energy Management System）  
電気、ガス、水道の使用量を分かりやすく表示し、住宅のエネル
ギー管理を行うシステム。過去の使用量との比較や、省エネラン
キングなども可能になります。

※3 MEMS（Mansion Energy Management System）  
情報通信技術を活用し、マンション全体のエネルギー管理を行うシ
ステム。例えば、電気需要のピーク時に、共用部照明や空調の電力を
制御するなどのピークカットを自動的に行うことができます。

ふなばし森のシティ
所在地：千葉県船橋市北本町一丁目811番2他（地番）
敷地合計面積：新船橋駅東地区／約112,084m2（約33,905坪） 

イオンモール船橋／約63,573m2（約19,231坪）
計画概要：分譲マンション1,497戸（1街区～5街区）・戸建住宅42戸・ 

大型ショッピングセンター・スーパーマーケット・ 
病院・子育て支援施設

事業主：野村不動産（株）・三菱商事（株）
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先進技術と自然の叡智、コミュニティをもとにした街づくり

「ふなばし森のシティ」
特集・1 

環境への 

取り組み

災害時にも電源を確保
「森のシティ」では、災害などの非常時に、非常用発電機に
より一定時間エレベ―タ―や給排水ポンプなどの電源が確保
されます。同時に太陽光発電システムが自立運転に切り替わ
り、ラウンジや防災倉庫などの共用部の照明や電源、インター
ネット設備に給電されます。さらに日
中に発電した電気は蓄電池に貯めて、
共用部の夜間照明に利用します。
また、宅配ロッカーに非常時の拠
点としての役割を持たせ、鉛蓄電池、

LAN回線および iPadを配備する計
画です。これにより、災害などの非常
時にも、居住者は宅配ロッカーから
通じるLAN回線によってインター
ネットを利用することができ、さらに
鉛蓄電池を通して充電された電動自転車のバッテリーは、パ
ソコンや携帯電話などの充電に利用できます。

奥行きのあるグリーンネットワークの構築
「森のシティ」では、こうした先進技術の活用に加え、緑化や
景観計画に配慮した、自然の叡智を活用した省エネルギーに
も取り組んでいます。自然の持つ力を見直し、太陽光や風力
などの力を利用するだけでなく、風や緑などの自然の恵みを

積極的に取り入れていく方針で、計画地内を2,400本の樹木
でつなぐ「グリーンネットワーク構築計画」を実施します。
緑地と緑地があるとその間に風が通り抜けていくという自

然の仕組みや、冷気をつくる樹木のメカニズムなどを景観づ
くりに応用し、周辺からの快適な風が計画地内のすみずみま
で通り抜けていくよう、環境を整備するものです。
「森のシティ」周辺には、もともと丘陵地が浸食されて形成さ
れた「谷戸地形」と呼ばれる地形があり、その台地の端に緑に
恵まれた傾斜地があることから、広域からの風が誘導されや
すくなっています。こうした地形の恩恵を十分に活かせるよう、
まず計画地内を東西と南北に横断するシンボルストリートを設
け、外周部や道路沿いに公園・中庭などを配置しました。
また、高さ制限※4が31mに緩和されたことで増えた空間を
利用し、建物を道路境界線から後退させ、歩道と植栽スペース
としました。隣棟間隔は約30m、緑地幅も約6.5m（一部を除
く）に設定し、緑を厚くすることで奥行きをつくります。（下図
「ステーションアベニュー概念図」参照）
さらに、緑のつながりが途中で分断されることがないよう、
貯水池や既存の高圧線を地中に埋め、緑地化するなどの環境
整備を行いました。
これらは、日本庭園の造園技法も意識して計画しており、例
えば、近景の緑と遠景の緑、そして低木、中木、高木をバラン
ス良く配置することで、風の通り道をつくるだけでなく、緑視

今回開発された電動自
転車バッテリー「モバ電
くん」。非常時には、パ
ソコンや携帯電話の充
電にも利用できます。

2,400本の樹木による「グリーンネットワーク構築計画」

東西と南北に横断するシンボルストリートを設け、 
外周部や道路沿いに公園・中庭などを配置します。

ステーションアベニュー概念図

「enecoQ（エネコック）」は、エネルギー、エコロジー、クオリティと
いう言葉からネーミングされました。また、エネルギーという素材
を上手に活かす料理人（コック）にも由来しています。このシステム
は（株）ファミリーネット・ジャパン（FNJ）との共同開発です。

エスコート
ルーフ

エスコート
ルーフ

歩道幅員
約5.5m

歩道に寄り添う4列の並木

歩道幅員
約5.5m

歩道沿いに
続く

植栽エリア

歩道沿いに
続く

植栽エリア

プラウド船橋 
二街区

プラウド
船橋 
一街区
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Voice

野村不動産
住宅事業本部
事業開発一部　
鎌田 恭享

「森のシティ」では、環境負荷低減のためのさまざまな取
り組みを行っています。その中のひとつが、街に設置され
る58本のスマート街路灯。一灯ごとに電力線通信が可能な
機器が取りつけられ、使用状況や電力消費量が遠隔で把握
できます。また、季節や天候事情に応じた細やかな調光制
御や、故障した街路灯の自動検出も可能で、省エネ対策と
してはもちろん、防犯・防災面の一翼も担っています。こう
した暮らしのインテリジェント化を進めるとともに、自然と
の共生や居住者同士の絆を深める取り組みを通して、心地
良い暮らしを提供していきたいと考えています。

率を高め、目で見て感じられる緑の効用にも配慮した設計と
なっています。

※4 高さ制限：建築基準法により、その土地に建てられる建物の高さ
の上限を制限するもので、用途地域や高度地区の種別、都市計画
などによってそれぞれの上限値が決められています。

コミュニティが環境価値を持続させる
このように先進技術や自然の力を活用することで環境価
値を最大化した後は、これを永く持続させていく取り組みが
必要です。
野村不動産の既存分譲マンションで行った共用部の調査で

は、「居住者の環境意識が高く、コミュニティ活動が活発であ
るほど、そのマンションの環境価値が持続している」ことが明
らかになりました。環境価値を持続させる役割は、居住者自
身が担っています。野村不動産では、居住者の環境意識や円
滑なコミュニティ活動を環境価値の持続に不可欠な要素と考
え、そのための仕組みづくりに取り組んでいます。
「森のシティ」では、都市の集合住宅における自然との共生
について検証しており、近隣の農業体験ツアーやグリーンカー
テンを育てる講習会などのイベントも行われる予定です。都
市生活の中で日常的に自然に接する機会を提供することで、
環境意識が生まれ、コミュニティが育っていくきっかけになる
と考えました。

野村不動産グループでは、環境負荷の低減と持続可能な環
境価値の創造を目指し、先進技術と自然の叡智の活用、コミュ
ニティ形成を基軸とした街づくりに取り組んでいきます。

ステーションアベニュー東武野田線
「新船橋」駅

ハーブ緑地

つつじ公園 はなみずき緑地

けやき公園

さくら公園

船橋総合病院

イオンモール船橋

2,400本の樹木による「グリーンネットワーク構築計画」

東西と南北に横断するシンボルストリートを設け、 
外周部や道路沿いに公園・中庭などを配置します。

※ 計画段階の図面を基に描
き起こした概念図であ
り、実際とは異なります。

東西と南北のシンボル
ストリート沿いの隣棟
間隔は、街路景観に閉
塞感を与えないよう、
30m以上確保していま
す。また、歩行の多い
歩道は幅を4m以上確
保しています。

プラウド船橋

エスコート
ルーフ

エスコート
ルーフ

歩道幅員
約5.5m

歩道に寄り添う4列の並木

歩道幅員
約5.5m

歩道沿いに
続く

植栽エリア

歩道沿いに
続く

植栽エリア

プラウド船橋 
二街区

プラウド
船橋 
一街区

エスコート
ルーフ

エスコート
ルーフ

歩道幅員
約5.5m

歩道に寄り添う4列の並木

歩道幅員
約5.5m

歩道沿いに
続く

植栽エリア

歩道沿いに
続く

植栽エリア

プラウド船橋 
二街区

プラウド
船橋 
一街区
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当研究室では、既存の住宅地や新たに生み出される街の持続的な発展に資する研究
に取り組んでいます。住宅、病院、商業施設など複合的な用途で構成される「森のシ
ティ」の街づくりでは、周辺地域との連携やコミュニティの醸成が、街の持続的な発展
には欠かせない要素と考えています。「エリアマネジメント※」の適用やその運営協議
を通じて、街の成長に広く寄与していきたいと考えています。
※ エリアマネジメント：地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・
事業主・地権者などによる主体的な取り組み 日本大学理工学部

都市計画研究室
根上 彰生 教授

ステークホルダーの声

先進技術と自然の叡智、コミュニティをもとにした街づくり

「ふなばし森のシティ」
特集・1 

環境への 

取り組み

「ふなばし森のシティ」では、「プラウド船橋」の居住者の方のための農業体験ツアーやグリーン
カーテン講習会、「イオンモール船橋」での「（仮称）THE FARM GARDENS ̶  flower café※」
の運営を計画しています。
和郷園の考え方の基軸にあるのは、食や地域のコンシェルジュとして消費者と生産者、都市生

活者と地域をつなぐこと。都市型集合住宅で最高の農産品を提供する場を持ち、そこを窓口に植
物や緑に接する機会を提供することで、本来の豊かな生活がどういうものか伝えたいと考えてい
ます。また、こうした場でのコミュニケーションがコミュニティのつながりを生み、昔の長屋暮ら
しのような、良い意味で「おせっかい」ができる住環境を現代の集合住宅に残していきたいです。
野村不動産には、都市型住宅のデベロッパーとして、人の営みに自然や農業を根づかせ、豊か

な生活を提案する役割をともに担っていただきたいと思います。

※ 「THE FARM GARDENS ̶  flower café」  
和郷園の展開する、産地直送の花や植物を提供する緑のコンシェルジュ店舗

農事組合法人 和郷園
代表理事
木内 博一 氏

ステークホルダーの声

「ふなばし森のシティ」におけるこれからの取り組み
周辺地域やコミュニティとの連携を深めるために、「街づくり協議会」を結成予定

「ふなばし森のシティ」では、周辺地域やコミュニティと連携を深め、コ
ミュニケーションと共生を図っていくことを目的として、「街づくり協議
会」を結成する予定です。今後、「森のシティ」にかかわる企業と連携
しながら、街としての持続的な発展を図ります。現在、船橋市にキャン
パスを構える日本大学理工学部都市計画研究室や三菱商事（株）などと
ともに協議を開始しています。

 日本大学理工学部、三菱商事（株）、野村不動産が開催した「これからの街づくりに
ついて考える」セミナー。約60名の学生が来場し、「地域コミュニティの社会的課題」
や「ＳＮＳを活用したコミュニティづくり」について、活発な意見交換を行いました。
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東日本大震災以降、住まいやオフィスに対する価値観や意識が変化し、「安心・安全」への 
希求がますます強まっています。野村不動産グループでは、震災以降、お客さまの声を 
受け、この社会的課題に応えるべく、商品・サービスの「安心・安全」について、再検証・再構
築してまいりました。ここでは、私たちが震災以降に行った「安心・安全」への取り組みを
ご紹介します。

東日本大震災後の野村不動産グループの取り組み

住まいとオフィスの「安心・安全」の 
実現に向けて

特集・2 
品質・サービス 
向上への取り組み

住まいにおける「安心・安全」 
「プラウドタワー東雲キャナルコート」の 
取り組み

震災によって、住まいに対する意識が大きく変化
震災後に行われた調査※によると、東日本大震災を機に人々

の住まいや暮らしに対する意識は大きく変化しました。
「マンションの購入検討理由」の項目では、「耐震性の高い住
まいに住みたい」が前回の9.0％から今回は15.8％へと大幅
に上昇しました。
また、「お金をかけてもこだわりたいポイント」では、「災害に
強いこと」が前回の34.8％から今回は43.4％へ、「災害時の対

「プラウドタワー東雲キャナルコート」

プラウドタワー東雲キャナルコート
所在地： 東京都江東区東雲1丁目 

1番23他（地番）
敷地面積：9,615.95m2（2,908.82坪）
構造・規模： 鉄筋コンクリート／ 

地上52階地下2階建て 一部地上2階建て
建物竣工時期：2012年12月中旬 （予定）
総戸数：600戸
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東日本大震災後の野村不動産グループの取り組み

住まいとオフィスの「安心・安全」の実現に向けて
特集・2 

品質・サービス 
向上への取り組み

「プラウドタワー東雲キャナルコート」は、「東京
都マンション環境性能表示」※において、初とな
る、「建物の断熱性」「設備の省エネ性」「太陽光
発電・太陽熱」「建物の長寿命化」「みどり」の全
項目オール3つ星を獲得しました。

※ 東京都マンション環境性能表示
大規模新築・増築などマンションの環境性能に関する情
報を購入予定者に提供することにより、環境に配慮した
マンションの選択肢拡大・市場での評価の向上・建築主
の自主的な環境配慮の取り組みを促すための制度。

「東京都マンション環境性能表示」で
オール3つ星を獲得

地盤改良工事による液状化対策

震災前に行っていた地盤改良工事を外構部
にまで広げ、液状化対策を強化しました。

策・防災設備が配備されていること」が前回の22.6％から今回
は29.3％になるなど、災害対策関連が軒並み上昇し、安全な設
計や充実した防災対策を求める声がより強まってきています。
※ 「新築分譲マンション購入に際しての意識調査2011年度」：新築マン
ションポータルサイトMAJOR7（住友不動産（株）、（株）大京、東急不
動産（株）、東京建物（株）、野村不動産（株）、三井不動産レジデンシャル
（株）、三菱地所レジデンス（株））が2011年11月21日から12月5日にイ
ンターネット会員を対象に実施。

震災後にアンケートを実施
野村不動産が分譲する「プラウドタワー東雲キャナルコート」

は、都心・湾岸エリアに位置する大規模タワーマンションで、モ
デルルームオープンを2ヵ月後に控えた時点で震災に見舞わ
れました。野村不動産では、震災後、耐震・防災対策について
再検証を行うために、スケジュールの見直しをしました。
まず、震災後のお客さまの住宅に対する意識変化や不安に
思う点などを調査するために、アンケートを実施しました。こ
のアンケートは、当物件に震災前に問い合わせを頂いていた

2,592名を対象に、ＦＡＸおよびＷＥＢで実施され、震災直後で
あったにも関わらず、2011年4月6日から10日間の間で、

41.2%にあたる1,069名の方から回答をいただきました。
アンケートでは、都心への距離が近く、災害時などの帰宅困
難への不安が少ないことや、「東京都マンション環境性能表示
オール３つ星」などの省エネ対応を高く評価していただいた
一方で、震災直後ということもあり、①液状化対策、②耐震構
造、③防災対策が、懸念事項として挙げられました。
野村不動産では、こうしたお客さまの声を踏まえ、安全対策

や防災対応の強化に向けて計画の見直しを行いました。

液状化・耐震構造に関する不安の払しょく
アンケートの中でも、湾岸エリアにおける液状化を心配する
声は20%を超えていました。当物件が位置する東雲・豊洲エ
リアでは、今回の震災時にも、液状化はほとんど起こりません
でしたが、「湾岸エリア＝液状化」という漠然とした不安が広
がっていることが明らかになりました。
そこで、震災前より地盤改良工事を行っていましたが、この
課題に対する追加施策として、当工事の範囲を外構部まで広げ
（下部「地盤改良工事による液状化対策」参照）、さらに、今回
の震災で被災したエリアにおいて、敷地境界付近での配管破
損の事例が報告されたことから、敷地境界部分の配管を、曲
折に強く耐震性に優れているフレキシブル管に変更しました。
また、お客さまの不安を払しょくするためには、正確で迅速
な情報開示が重要であるとの考えから、モデルルームの展示
スペースや展示内容も大幅に見直しました。
耐震構造については、「耐震設計解説コーナー」を新設し、
基盤となる1階の構造柱4本すべてに世界初となる150N/mm2

の高強度・高耐久性の柱を確保していることなどを、実物大模
型を用いながら、解説しました。

設計・設備での防災への取り組み
「防災対策」については、停電時のエレベーター停止や家具
転倒への不安の声を受け、非常用発電機の性能向上および専
有部内の家具転倒防止用下地の増設を行いました。
非常用発電機は当初、消防法に準拠する4時間の稼動を確
保していましたが、自主対策として24時間までこれを延長し
ました。

対策範囲A
（震災前から行っていた対策）

対策範囲B
（震災後に行った対策）

自走式駐車場
住居棟

保育所棟
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ステークホルダーの声

Voice
野村不動産
住宅事業本部 住宅営業一部
副部長
石井 康裕

「プラウドタワー東雲キャナルコート」は、東日本大震
災後、都心・湾岸エリアで初めて分譲された大規模タ
ワーマンションです。震災直後にアンケートを行い、追
加できる防災対策は何があるのかを徹底的に議論し、商
品に反映させていきました。また、お客さまに正確な情
報を分かりやすく開示することが重要と考え、モデルルー
ムに「耐震設計解説コーナー」や「安全・防災展示コー
ナー」を新設するなどの工夫を加えました。これらは新
しい試みでしたが、正確な情報を提供することにより、
お客さまの不安を払拭することに貢献できたのではな
いかと考えています。

購入のきっかけは、東日本大震災後にマンションの安
全面が気になり、後学のためにモデルルームを訪れたこ
とです。この物件のことは、防災対策などが紹介されて
いたテレビで知りました。「海の見えるタワーマンション」
であることや、公園や保育園などの子育てのしやすい静
かな環境を気に入りました。今回の震災で浦安の妻の実
家が液状化を経験したこともあり、当初は不安がありま
したが、モデルルームで非常用エレベーターが24時間
動くことや高強度のコン
クリートを使用している
ことなどの説明を受ける
うちに、不安が解消され
ていきました。野村不動
産には、これからも安心
な住宅をつくり続けて欲
しいと思います。

大型
防災倉庫

大型
防災倉庫

防災倉庫

防災倉庫

防災倉庫

防災倉庫

防災倉庫

防災倉庫

防災倉庫
52F
51F
50F
49F
48F
47F
46F
45F
44F
43F
42F
41F
40F
39F
38F
37F
36F
35F
34F
33F
32F
31F
30F
29F
28F
27F
26F
25F
24F
23F
22F
21F
20F
19F
18F
17F
16F
15F
14F
13F
12F
11F
10F
9F
8F
7F
6F
5F
4F
3F
2F
1F

52F

45F

39F

31F

24F

16F

9F

1F

B2F

防災倉庫設置階と防災倉庫内容

5～8フロアごとに1グループをつく
り、居住者の安否確認や救助活動など
を行います。また、グループの避難拠
点ごとに防災倉庫を設置しています。

また、仙台および首都圏の管理マンションの住まいるサ
ポーター（管理員）にヒアリングを行い、実際に現場で不足し
たものや困ったことなどを調査し、防災倉庫の内容も見直し
ました。マンション内での通話を可能にするトランシーバー
や、プライバシーを確保し、避難者のストレスを軽減するた
めの、自宅用簡易トイレセット、階段でも安全に使用できる
担架およびカセットガスで発電できる自家用発電機を装備し
ています。

ソフト面での防災対応
いざという時に確実に生命と身の安全を確保するためには、
設計・設備上の防災対策に加え、居住者の「自助と共助」の取
り組みが何より重要です。
「自助」とは、自分と大切な人を守るための家庭で行う防災
対策のことで、「共助」とは、近隣住民と助け合う防災対策を指
し、多くの居住者がいるマンションならではのメリットでもあ
ります。
この考えのもと、当物件の管理を担当する野村リビング
サポートでは、災害時の初期行動をはじめ、避難方法や持
ち物リスト、計画停電対策などを記載した「防災ガイドブッ
ク」を全居住者に配布し、定期的に防災訓練を実施していく
計画です。
さらに新しい試みとして、5～8フロアごとにある防災倉庫
設置階を拠点に、居住者がチームとなってお互いの安全を
確認したり、助け合うことができる体制づくりを支援してお
り、さまざまな側面からお客さまの「安心・安全」を追求して
います。

防災倉庫の備品を販売センターに展示

Nさまご夫妻
「プラウドタワー東雲 
キャナルコート」ご契約者
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ビル事業における「安心・安全」 
「PMO日本橋室町」における取り組み

高機能・高品質で応えるPMO事業の 
新たな取り組み
野村不動産が展開するPMO（Premium Midsize Office）
事業においても、東日本大震災以降、①耐震性能の強化、
②BCP（Business Continuity Plan）機能の強化、③省エネ
法※1・温対法※2遵守を超えた省電力など社会的な要請が、テ
ナント企業の声として明確になりました。
そこで「PMO日本橋室町」（2013年1月竣工予定）では、計

画していた設計仕様を再検討し、これらの課題に取り組んで
きました。
※1  「エネルギーの使用の合理化に関する法律」の略称。
※2  「地球温暖化対策の推進に関する法律」の略称。

耐震性能～防災拠点となるオフィスビルを 
目指して
今回の震災時には、東京でも帰宅困難者が多数出るなど、
想定を大きく上回る事態に陥りました。この教訓から、オフィ

スビルは勤務者や来訪者が安全に留まることができる防災拠
点としての役割も強く求められるようになりました。
こうした要望に応えるべく、「PMO日本橋室町」では、構造
を変更し、建築基準法新耐震基準の「標準レベル」の1.5倍に
相当する「Ⅰ類構造体」を採用※しました。これは「大地震直後、
構造体の補修をすることなく建築物を使用できる建物」とさ
れる基準であり、官公庁や病院、消防署、警察署などの施設に
求められる基準です。
また震災の教訓から、天井の脱落防止に向け、18m2ごと
のブレース設置や照明器具の落下を防止するための浮き上
がり防止金具を付けるなど、内装材の耐震安全性の確保も行
いました。
※ 今後開発するPMOについては、Ⅰ類構造体またはⅡ類構造体（新耐震
基準の標準レベルの1.25倍に相当し、小中学校や地域防災計画で避
難場所と指定される施設が対象）を採用していきます。

BCP機能の強化～非常用発電機
「BCP機能の強化」ついては、停電などに備えて異なる変
電所からの電力供給を可能にする「異系統2回線受電方式」を
採用したことに加え、非常用エレベーターなどの共用設備や
専用部内の電力の一部を24時間供給できる非常用発電機を
設置しました。さらにテナント企業が発電機を追加設置できる
よう、屋上にスペースを確保しています。

東日本大震災後の野村不動産グループの取り組み

住まいとオフィスの「安心・安全」の実現に向けて
特集・2 

品質・サービス 
向上への取り組み

「PMO日本橋室町」に 
おけるBCP機能強化

「PMO日本橋室町」では、災害
時・停電時の予備電力を確保す
るために、2回線受電方式や非常
用電源設備を採用。電力の安定
供給に取り組むことで、企業の事
業継続性に最大限配慮したビジ
ネス環境を整えています。

14

「PMO日本橋室町」

PHASE 1

本線

変電所.A 変電所.B

予備電源線 PMO日本橋室町 ■電力系統概念図

PHASE 1　
異系統2回線受電方式
停電時の対応として異系統2回線受
電方式を採用。本線と予備電源線の
電力をそれぞれ異なる変電所から
供給し、本線の事故発生時には自動
的に予備電源線に切り替わります。PMO日本橋室町

所在地： 東京都中央区日本橋室町1丁目 
（以下未定）

敷地面積： 981.50m2（296.90坪）
延床面積：7,430.02m2（2,247.58坪）
構造・規模： 鉄骨造 一部SRC造／ 

 地上9階地下1階建て
建物竣工時期：2013年1月下旬（予定）
用途：事務所・店舗
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省電力対応～電力「見える化」システム
PMOでは、これまでも「CASBEE Aランク」を標準化する

など、環境への配慮を行ってきましたが、震災後、テナント企
業の節電をサポートするツールとして、新たに使用電力の「見
える化」システムを開発してきました。
現在竣工済のPMOでは専有部の消費電力量が全体の消

費量の約83%を占めているため、ビル全体でのエネルギー
消費量削減のためには、テナント企業の協力が不可欠だから
です。
このシステムは単に空調、照明、OAコンセントなど、カテゴ

リーごとの使用電力量を表示するのではなく、ピークカット※1

に実効性のある機能となるように、30分デマンド値※2をリア
ルタイムで表示し、「節電目標値」と常に比較できる表示内容
になるよう工夫が凝らしてあります。
また過去のデータとの比較も容易で、さまざまな削減策が

どのような効果につながっているのかを確認することも可能
です。
導入にあたっては、入居企業に機器の説明をするだけでな

く、テナントごとの使い勝手に応じた「節電目標値」の設定水準
や、節電の具体的な取り組みをアドバイスできるよう心がけて
いく予定です。
※1  電力需要の頂点（ピーク）にあたる時間帯の電力消費を抑えること。
※2  30分間の電気使用量から求めた平均使用電力。

Voice
野村不動産　 
都市開発事業本部　
開発事業一部 副部長　
廣瀨 政男

「PMO日本橋室町」では東日本大震災の教訓を生か
し、今までの中規模ビルにはなかったさまざまな防災性
能と省エネ機能の実現に取り組んでいます。防災性能に
おいては、構造、設備、仕上げの耐震性能を一段引き上
げた上で、BCP対応として、停電時24時間の電源確保
を可能にしました。省エネ機能については、ピークカット
など社会の要請に即効性のある取り組みとして「見える
化」システムを導入します。PMOはこれからもお客さま
の声に真摯に耳を傾け、ニーズに応えるオフィスの商品
化を目指します。

使用電力の見える化システム

PMO消費エネルギー内訳

使用電力の自動集計表示や「節電目標値」設定などのさまざま
な機能により、ビル全体のエネルギー消費量削減に貢献します。

専有部における消費電力量が、
全体の消費量のうち約83%を占
めており、ビル全体での削減のた
めにはテナント企業の協力が不可
欠です。

専有部　約83%

共有部　約17%

PHASE 1

本線

変電所.A 変電所.B

予備電源線 PMO日本橋室町 ■電力系統概念図

PHASE 3　
テナント用の発電機
スペース
非常時電力供給：最大160KVA
さらなる非常用の電力対策とし
て、各テナント専用発電機の設
置スペースを設けています。こ
れにより、より高容量の電源を確
保可能です。
※ テナント用発電機を設置する
場合は別途費用がかかります。

PHASE 2　
屋上に非常用発電機
非常時電力供給：10KVA／フロア　想定供給時間：24時間
本線・予備電源線の両方からの電源供給が停止した場合、ビルの屋上に設
置した非常用発電機から10KVA／フロアの電力が自動的に供給※されま
す。この発電機では、連続24時間の電力供給を想定しており、万一の際で
もビル全体の電力を安定的に提供していきます。
※ 火災時をのぞく。
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横浜ビジネスパークにおいて、テナント企業のBCP支援を目的とした設備更新を実施。
災害時にも48時間継続して冷熱供給が可能に。

横浜ビジネスパーク熱供給は、横浜ビジネスパーク（神奈川県横浜市）において、非常用発電機の燃料貯蔵室と冷却水
槽の容量を従来の約6倍にするなどの設備更新を実施し、2012年3月に完了しました。これにより、災害時などに公共の
インフラ（電気・ガス・水道）が停止した場合でも、非常用発電機により48時間継続して一定量の冷熱供給を行うことが可
能となります。
横浜ビジネスパークには、一般のオフィスだけでなく、電算センターや研究・開発施設が入居しており、高度なICT（情
報通信技術）環境を構築するテナント企業にとってコンピュータ機器を常時冷却する冷房用の冷熱供給は不可欠です。今
回の設備更新は、テナント企業のBCP支援の観点から行われました。
※ 非常時の冷熱供給には、テナント企業側にも一定の設備が必要となります。

今回、非常用発電機の燃料貯蔵タンクの大幅な拡張を行い、災害時など万が一の場合でも、
冷熱供給を48時間継続して行えるようになりました。これにより、テナント企業さまには2日
間の時間的猶予が生まれ、その間に他地域へのデータ移転やデータのバックアップを行うこと
が可能となります。現在、熱供給設備のさらなる更新も検討しており、テナント企業のBCP支
援の充実に向けて引き続き取り組んでいく方針です。

野村リビングサポート
大阪野村住まいるセンター長
斉藤 友二郎 

住まいの総合相談窓口「住まいるセンター」のバックアップ体制を確立。
「大阪野村住まいるセンター」を新設し、東京との2拠点体制に。

野村リビングサポートは、管理物件の居住者専用コールセンターである「野村住まいるセンター」のバックアップ体制と
して、2012年4月、東京都内のセンターに加え、大阪市内に「大阪野村住まいるセンター」を開設しました。これにより、
東京と大阪の2拠点体制が確立され、直下型地震などにより一方が機能不全に陥った場合であっても、もう一方で全国の
管理物件に対する対応が可能となります。東日本大震災を受け、BCP（事業継続計画）の取り組みを強化し、有事でも安
定的に事業継続ができる体制を整えることで、お客さまの「安心・安全」に応えるものです。

「大阪野村住まいるセンター」は、名古屋以西の西日本エリアの管理マンションの居住者の
総合相談窓口としてだけでなく、災害時などの緊急時には、東京をはじめとする全国の管理マ
ンションの相談窓口として役割を果たさなければなりません。緊急センターとしての役割を担
うためには、お客さまのニーズを正確に把握し、迅速に解決へ導く力が必要です。スタッフ一
同連携を深め、研修や毎日の申し送りにより、相談事例や問題点の共有および最新設備に関す
る知識の研鑽を行っています。

横浜ビジネスパーク熱供給
技術部長
八木 明彦 

東日本大震災後の野村不動産グループの取り組み

住まいとオフィスの「安心・安全」の実現に向けて
特集・2 

品質・サービス 
向上への取り組み

「安心・安全」の実現に向けたその他の取り組み
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ステークホルダーとのかかわり　

お客さまとともに 18

取引先とともに 22

株主・投資家とともに 23

地域・社会とともに 24

社員とともに 26

地球環境とともに 28
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野村不動産グループでは、安心・安全・高品質な商品・サービスの提供と新しい社会価値の創造
を目指し、「お客さま第一の精神」に基づき、お客さまの声や社会のニーズを商品・サービスに
反映させるためのさまざまな取り組みを行っています。

お客さまとともに

お客さまからのご意見・ご要望は、イ
ントラネットや、定期的に発行する「CS

推進室便り」を通じて社内で共有し、社
員は上司との振り返り面談を行うこと
で、改善への取り組みを確実に実行で
きるよう取り組んでいます。

『DSスタイル』
お客さまの声をもとに「顧客応対」「店舗コー
ディネイト」などについてのサービスを記載した
マニュアル。「DS」は、感動（Delight）・満足
（Satisfaction）の頭文字から名づけられました。

既契約者サークル「アネット」を運営
野村不動産アーバンネットでは、成

約者を会員とするサークル「アネット」
を運用しています。Webサイト「unnet.

jp」では、住まいに関する情報や、リ
フォーム・家具割引購入紹介などの各
種サービスのほか、メールマガジンの
配信やイベントを通してお客さまとのコ
ミュニケーションを図っています。

広告宣伝活動における品質向上
野村不動産アーバンネットでは、お

客さまに「正確」かつ「分かりやすい」不
動産情報をお届けするため、社内ルー
ルの制定やマニュアル作成に加えて、
社内チェック体制の整備や広告制作担
当者への継続的な教育・研修などを実
施し、広告制作に関する管理体制を強
化しています。
また、Webサイト「ノムコム」では、よ

り多くの写真・物件情報などを掲載し、
分かりやすい形で不動産情報を提供す
ることで、お客さまにより利便性の高い
住まい探しのコンテンツを提供してい
ます。

「住まいるセミナー」の実施および
『住まいるON LINE』の発行
野村リビングサポートでは、防犯やイ

ンテリアなど暮らしの情報をテーマと
する「住まいるセミナー」の実施や、マ
ンションライフに役立つ情報を紹介す
る情報誌『住まいるON LINE』の発行
（年4回）を通じて、管理マンションの居
住者とのコミュニケーションを図って
います。
また、マンション管理組合の役員を
対象とした「理事会アンケート」なども

定期的に行い、お
客さま満足度と業
務品質の向上に取
り組んでいます。

ステークホルダーとのかかわり

『住まいるON LINE』成約者専用サイト「unnet.jp」

 2011年度活動トピックス

2011年度は、東日本大震災の教訓
を活かし、震災などの非常時にも「安
心・安全」な商品・サービスを提供でき
るよう、耐震設計や防災対応について、
お客さまの声をお聞きしながら議論と
検討を進め、商品・サービスに反映して
きました。今後も徹底して「安心・安全」
の実現に努めていきます。

 詳しくは、11ページからの特集・2をご覧く
ださい。

 お客さま満足度の向上

お客さまとの 
コミュニケーションの推進
「住み心地満足度調査」と 

「オーナーズ座談会」の実施
野村不動産では、既分譲マンション

居住者を対象とする「住み心地満足度
調査」および「オーナーズ座談会」を実
施し、お客さまの声を商品・サービスの
品質向上および新商品やサービスの開
発に活かしています。

流通部門における顧客サービス向上
の取り組み
野村不動産アーバンネットでは、

「CSアンケート」を実施し、サービス
の改善に取り組んでいます。2011年
度は、より具体的な声が回答に反映さ
れるよう、アンケート内容を改善しまし
た。また、返信率向上にも取り組んだ
結果、前年度比23ポイント向上の53%

となりました。
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「マンションコミュニティのための 

デザイン手法100」を開発
野村不動産と日本女子大学大学院

は、産学協同研究により、「マンション
コミュニティのためのデザイン手法

100」を開発し、公益財団法人日本デザ
イン振興会主催の「2011年度グッドデ
ザイン賞」を受賞しました。
これは、多様な価値観を持つ居住者
同士が、ストレスなく自主的にコミュニ
ティに参加できるよう、デザイン・設計
上の配慮を行うものです。

『マンション・コミュニティガイド』の発行
野村リビングサポートは、2012年1

月、マンションにおける居住者のコミュニ
ティ形成をサポートすることを目的とし
て、『マンション・コミュニティガイド』を
発行しました。防災訓練やクリスマスパー
ティなどのイベント
情報、サークル活
動の企画から開催
までのポイントなど
を掲載しており、す
べての管理受託物
件の管理組合役員
に配布しています。

 安心・安全への取り組み

住宅における安心・安全
「製（製造）・販（販売）・管（管理）」 
一貫体制の推進
野村不動産グループでは、「製・販・

お客さまのニーズを 
形にする取り組み
「ラクモア（Luxmore）」の開発
野村不動産では、「LUX（優雅さ）と

ラク（楽）を追求し、暮らし心地にこだわ
る」というコンセプトのもと、キッチンや
玄関収納など、「プラウド」独自の水回り
や収納を企画開発しています。
商品開発は、お客さまとの座談会や

アンケート調査を通じたニーズの抽出、
住宅機器メーカーとの試作品製作、試
作品デモなどのプロセスを通して行わ
れます。

ユニバーサルデザインの推進
「プラウド」では、さまざまな世代やラ
イフスタイルの方が快適に毎日を過ご
すことができるよう、設計上の配慮を
行っています。こうしたポイントを、『プ

ラウドユニバーサルデザインガイドブッ
ク』としてまとめ、このガイドブックを指
針としたユニバーサルデザインを推進
しています。

コミュニティ創出に向けた 
取り組み
「プラウドオーナーズクラブ」交流イ
ベントの運営
野村不動産では、「プラウド」をはじめ

とする既分譲マンション居住者を対象と
する会員組織「プラウドオーナーズクラ
ブ」を運営し、会員限定Webサイトを通
して、住まいのお手入れ情報や会員限
定イベント開催の情報発信を行ってい
ます。こうした取り組みにより、「プラウ
ドオーナーズクラブ」全体でのコミュニ
ティ創出に取り組んでいます。

1.お客さまの 
声を聞く 

● お客さまの声の
収集

● ニーズの分析
● コンセプトの立案

2.商品を 
企画する

● メーカーとの 
連携

● 試作品製作

3.形にして繰り 
返し検証する

● 社内検証
● モニター座談会
● 問題点の抽出
● フィードバック

4.お客さまに 
使っていただく

● 完成
● 物件で採用
● お客さまに 
引き渡し

フィードバック

「ラクモア（Luxmore）」商品開発の流れ

「製・販・管」一貫体制

製  
（ 製造 ）

販  
（ 販売 ）

管  
（ 管理 ）

用地取得・
建築計画 基本設計

マーケティング

実施設計
（意匠・構造・ 
設備設計）

商品 
企画

配筋検査
躯体検査

中間
検査

竣工
検査

竣工 
検査済証 
取得

建築確認済証取得
着工

モデルルーム開設
販売開始

アフターサービス基準・ 
管理修繕計画策定

アフターサービス・ 
管理修繕計画開始

売買 
契約

内覧会 引渡し

プラウドオーナーズイベント「井の頭RUN」

試作品モニタリング

お客さまの声と施工現場の情報は、次の「プラウド」の商品企画に活かされます。

『マンション・ 
コミュニティガイド』
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『防災ガイドブック』

管」一貫体制により、用地取得、建築設
計、販売から入居後の管理・アフター
サービスまでを、一貫して行っています。
お客さまの声は各担当を通してフィード
バックされ、安心・安全・高品質な商品・
サービスの開発へと活かされます。

「大阪市防災力強化マンション」に 

認定
「プラウド四天王寺夕陽ヶ丘」「プラウ
ド大阪同心」「天満橋レジデンス エア
リーコート／ブロッサムコート」「プラウ
ド阿倍野 播磨町」が、「大阪市防災力強
化マンション」に認定されました。この
制度は、耐震性や耐火性など建物の安
全性に関する基準に適合すること、およ
び被災時の生活維持に求められる設備・
施設などの整備、さらに居住者による
日常的な防災活動の実施など、ハード
とソフトの両面から認定するものです。

「推進建築担当者会議」の実施
野村不動産では、「プラウド」の品質

向上を目的として、住宅事業に携わる
技術者が一堂に会する「推進建築担当
者会議」を開催しています。同会議は

1年に2回実施され、「集合住宅設計基
準」「集合住宅マニュアル」などの更新
内容や商品企画の最新情報を共有・議
論することで、技術の向上と標準化を
図っています。

2012年7月に開催された「第40回
推進建築担当者会議」では、東日本大
震災後の対応事例の共有や防災設計に
ついて検討しました。

「野村住まいるセンター」の強化
野村リビングサポートでは、お客さま

の住まいの総合相談窓口「野村住まい
るセンター」を設置しています。2012

年4月には、東日本大震災を受けて「大
阪野村住まいるセンター」を新設し、東
京・大阪の2拠点体制としました。マン

ションの専有部内の困りごとや便利な
暮らしをサポートする「リビングQコー
ル」やアフターサービスの取次など、す
べての相談窓口を一本化し、お客さま
満足度の向上に努めています。

関西地区における計画停電に対する
対応強化
野村リビングサポートは、関西地区で

の計画停電実施に備えるため、関東地区
で計画停電を経験した担当者と管理員
を講師として派遣し、大阪にて特別研修
を実施しました。
計画停電実施によりエレベーターな

どの共用設備が停止した際の居住者へ
の情報提供の方法など、居住者への影
響を最小限に抑えるための取り組みを
行っています。

ハードとソフトを連携させた防災 

コンセプト「サークルエイド」を導入
「プラウド」では、「サークルエイド」を
導入し、ハード面では耐震設計や防災
倉庫の設置、ソフト面では『防災ガイド
ブック』の配布や防災訓練支援など、災
害時における居住者の「自助」（自分と
家族の力で助かること）と「共助」（近隣
の居住者などによる救助）を支援してい
ます。

管理物件における防災対策
野村リビングサポートでは、災害時

に備えた防災対策として、管理組合に
対する防災訓練および震災対応マニュ
アル策定の提案と実施のサポートを
行っています。また、地震対策や停電
対策の手引きとな
るよう、『防災ガイ
ドブック』を作成
し、管理を受託す
るすべての管理組
合へ無料で配布し
ています。

オフィスビル・商業施設に 
おける安心・安全
災害対策訓練の実施
野村不動産グループでは、テナント

や来訪者の安心・安全を確保する取り
組みとして、テナントとの防災訓練を定
期的に実施しています。野村ビルマネ
ジメントは、震災および火災時の防災マ
ニュアル作成のサポート、管理員の普
通救命講習などを実施しています。
また、各拠点と本社間において毎月
の「災害時連絡訓練」および年に1度の
「広域災害対策訓練」を実施し、被害状
況の把握・集計・伝達訓練や、無線機・
テレビ会議システムを利用した体制の
構築を行っています。

BCP支援を目的とした設備更新を
実施
横浜ビジネスパーク熱供給では、テ

ナント企業のBCP支援を目的とした設
備更新を行いました（2012年3月完
了）。これにより、災害時などに公共イ
ンフラ（電気・ガス・水道）が停止した場
合も、48時間継続して一定量の冷熱供
給を行うことが可能となりました。

 詳しくは、16ページをご覧ください。

 品質向上に向けた取り組み

「2012年度グッドデザイン賞」受賞
野村不動産が開発するスマートマン

ションエネルギーシステム「enecoQ

（エネコック）」「プラウドシティ稲毛海岸 

シーズン街区＋レジデンス街区」「プラ
ウド伊丹郷町レジデンス、ジオ伊丹ザ・

広域災害対策訓練
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ビルマネジメント業界において初と
なる「 ISO20000」を認証取得
野村ビルマネジメントは、2012年4

月、野村総合研究所データセンターに
提供するサービスにおいて、ITサービ
スマネジメントシステム（ ITSMS）の国
際規格であるISO20000の認証を取得
しました。

ISO20000は、ITサービスを顧客に
提供する時の管理プロセスを記述した

ITサービスマネジメント認証規格であ
り、ビルマネジメント業界としては初の
取得となります。
また、2012年9月末現在、野村ビル

マネジメントの4事業所、野村リビングサ
ポートの12事業所において、ISO9001

（品質マネジメントシステムの国際規格）
を取得しています。
※  ISO14001については、28ページ「環境マ
ネジメントシステムの取得・運用」をご覧くだ
さい。

「総合管理品質評価基準」を制定
野村ビルマネジメントでは、総合管理

品質の標準化と維持・向上を目的とし
て、「総合管理品質評価基準」を発行し
ています。
「総合管理品質評価基準」は、400項
目以上からなり、お客さまのニーズや
法令対応、自主チェック、内部監査など
により適宜改定されます。

製品・サービスの不具合情報の共有
野村不動産グループでは、製品・

サービスに不具合が判明した場合の迅
速かつ的確な対応を目的として、グ
ループ各社に「お問い合わせ窓口」を
設置しています。
製品・サービスの不具合の情報は、

リスクマネジメント委員会に報告するこ
となどにより、社内で情報共有し、再発
防止に努めています。

た。酒蔵・寺院・商店などを主体に構成
された美しい既存景観を未来へ育むデ
ザインに取り組みました。

「デザインレビュー」の開催
野村不動産では、「プラウド」のデザ

イン性と品質向上を目指し、前年度に
竣工した物件の中から優れた物件を表
彰する社内コンテスト「デザインレ
ビュー」を開催しています。
外部の建築家を審査員として招き、

外観デザインのみならず、コミュニティ
形成や環境問題への対応など、さまざ
まな視点から評価します。
社内の建築担当が互いにデザインや

技術、知識を切磋琢磨することで、顧客
満足の向上に努めています。

マンション初となる「防護標章」の 

登録
「プラウド」（2003年商標登録）は、

2012年1月、著名性の高い商品・サー
ビスが登録することができる「防護標
章」に登録しました。これにより、商標
がより強固に保護されます。

「カイゼン」提案と表彰の実施
野村不動産アーバンネットと野村リ

ビングサポートでは、全社員を対象に
サービス向上や業務改善につながる提
案（「カイゼン（改善）」提案）を募ってい
ます。集まった提案のうち、有用なもの
について表彰し、担当部門で検討を加
えた上で、具体的なサービスや業務の
改善につなげています。

レジデンス」が、「2012年度グッドデザ
イン賞」を受賞しました。野村不動産の
「グッドデザイン賞」受賞は11年連続と
なります。

【受賞内容】
スマートマンションエネルギーシステム
「enecoQ（エネコック）」

 6ページからの特集・1をご覧ください。

プラウドシティ稲毛海岸 シーズン街区
＋レジデンス街区
総開発面積7.7ha、戸建分譲265戸、

分譲マンション555戸、商業施設、集会
施設からなる複合開発。集会施設と3つ
のサテライト公園、敷地内のさまざまな
仕掛けにより、世代を超えた居住者同士
のコミュニティが形成される、持続可能
な街の営みを促す計画となっています。

プラウド伊丹郷町レジデンス、 
ジオ伊丹ザ・レジデンス

JR「伊丹」駅から続く酒蔵通り（=文
化軸）、小西酒造（株）などが並ぶ産業
道路（=産業軸）に包まれた中心地に立
地し、阪急不動産（株）と連携し、2街
区・3街路を一体的に開発・整備しまし

「プラウド伊丹郷町レジデンス、ジオ伊丹ザ・レ
ジデンス」

「プラウドシティ稲毛海岸」

「デザインレビュー2012」で最優秀賞を受賞
した「プラウド上原」
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 2011年度活動トピックス

2011年度は、新たに「プラウド環境
配慮指針」を策定しました（右記参照）。
また、東日本大震災の教訓を「集合住
宅設計基準」などの各種施工マニュア
ルに反映させ、より安心・安全な商品
の提供に努めています。今後も、取引
先企業との的確な情報共有と相互成
長により、お客さまへの安心・安全な
サービスの提供に努めます。

公正、透明な競争ならびに適正
な取引に関する方針
野村不動産グループでは、「野村不

動産グループ倫理規程」において、「公
正な競争、公正な取引の実施」「透明
性の高い取引の実施」など、取引先と
の公正な関係の維持について規定して
います。また取引先を選定する際は、
品質、サービス内容、価格、実績、信
頼度などを総合的かつ公正に判断して
います。
今後もこれらの方針をもとに、取引

先との信頼関係を確立し、事業活動を
推進していきます。

マニュアル・指針の周知徹底
「集合住宅設計基準」 
「集合住宅マニュアル」の周知徹底
野村不動産では、高品質で安心・安

全な住宅を供給することを目的として、
「集合住宅設計基準」「集合住宅マニュ
アル（構造・建築・設備）」「アフター
サービス基準」など、独自の設計・施工
基準を施工会社および設計者に配布

し、定期的に説明会を開催するなどによ
り周知徹底を図っています。

「プラウド環境配慮指針」の策定
野村不動産は、プラウドの建設現場

における環境への負荷を低減すること
を目的として、「プラウド環境配慮指針」
を策定しました。この指針には、緑化や
再生資材利用などの設計上の配慮や、

3R活動（Reduce・Reuse・Recycle）
の実施などが定められています。

【概要】

•  環境配慮意識の向上について
•  温室効果ガス排出量の削減
•  廃棄物排出量削減とリサイクル率 

向上
•  化学物質の適正管理と使用量削減
•  自然環境・周辺環境への負荷低減
•  環境負荷の少ない製品・技術・ 

工法の採用推進
•  現場環境配慮チャレンジシート

現場環境配慮チャレンジシート

建設現場における「工事安全防犯対
策指針」の策定
野村不動産では、分譲マンション建

設現場における重大な災害や事故を防 安全大会

野村不動産グループは、事業のパートナーである取引先企業と協力し、相互が成長することに
よって、お客さまへの安心・安全な商品・サービスの提供が可能になると考え、公正・透明・適正
な取引の実施および適時・適切な情報共有などのコミュニケーションに努めています。

取引先とともに

止するため、「工事安全防犯対策指針」
を策定しています。施工会社に対して、
安全に対する意識啓発や各工程での重
点項目を確認することで、第三者や近隣
住民にも影響を及ぼす可能性のある解
体工事・新築工事中の安全確保および
防犯対策を図っています。

取引先とのコミュニケーション
協力会社との勉強会を定期的に開催
野村リビングサポートでは、事故の再

発防止や業務品質向上を目指し、定期的
に協力会社との勉強会を開催していま
す。この勉強会では、事故やトラブルの
報告や改善指示などの情報交換が行わ
れ、2011年度は延べ32回開催しました。

横浜ビジネスパーク熱供給が 

「安全大会」を開催
横浜ビジネスパーク熱供給では、年

に1度、管轄消防署を招き、取引先企業
とともに「安全大会」を開催しています。
この大会は、安全管理体制の強化およ
び安全意識の浸透を目的として実施す
るもので、優秀取引先の表彰や当該年
度の「安全衛生管理計画」の説明などを
行っています。
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物件見学会の開催
国内外の機関投資家に対し、マンショ

ンやオフィスビルなどの見学会を通じて、
野村不動産グループの事業内容を紹介
しています。2011年度は、7回の見学会
を実施しました。11月には、海外機関投
資家に日本の不動産業界に対する理解を
深めてもらうことを目的としたモデル
ルーム見学会も開催し、15名の海外機
関投資家を迎えて「プラウドタワー東雲
キャナルコート」を案内しました。

株主還元に対する基本方針
野村不動産ホールディングスは、経

営環境ならびに設備投資計画などを総
合的に勘案し、内部留保を考慮の上、
業績に応じて利益を配分することを基
本としています。また、中長期的には配
当性向30%程度を目処としています。

 2011年度活動トピックス

2011年度は、個人投資家の皆さま
に向けて、決算説明会資料や株主総会
の動画をWebにて配信するなどIRサ
イトの拡充を行いました。また、弊社
取締役社長が機関投資家の皆さまと
直接対話を行うことを目的としたス
モールミーティングを積極的に実施し
ました。

IRコミュニケーション
野村不動産グループでは、野村不動

産ホールディングスに広報 IR部を設置
し、個人株主や国内外の機関投資家お
よび証券アナリストの皆さまの理解促
進と信頼構築に努めています。
金融商品取引法などの関連法令およ

び東京証券取引所の定める適時開示規
則を遵守するだけでなく、Webサイト
や決算説明会などを通じて積極的に情
報を開示し、市場関係者とのコミュニ
ケーションを推進しています。

決算説明会
第2四半期末および決算期末の決算

発表後、投資家やアナリストを対象とし
た決算説明会を開催し、取締役社長お
よびIR担当取締役が、決算説明および
質疑応答を行っています。

個別ミーティング
機関投資家・アナリストなどを個別に

訪問し、決算説明および質疑応答を
行っています。2011年度は、延べ324

回のミーティングを行いました。
また2011年度は弊社取締役社長が
直接対話を行うことを目的としたス
モールミーティングを3回実施しま
した。

海外IR
2011年度は3回の海外 IRを実施

し、当社グループの事業内容や成長戦
略を説明しました。海外の機関投資家
に対しても国内の投資家と同様にコ
ミュニケーションを図り、説明責任を
果たし理解を促進することに努めてい
ます。

株主・投資家向けWeb画面

スモールミーティング

株式データ
所有者別保有状況 （%）

株式の状況（2012年3月31日現在）

発行可能株式総数 450,000,000株
発行済み株式総数 190,456,900株
株主数 47,930名

※ 小数点第二位を四捨五入しています

2010/3末

2011/3末

2012/3末

19.1

15.1

52.1

51.7

16.3

14.1

12.0

18.6

0.5

0.4 0.0

14.4 51.9 13.519.8
0.5 0.0

■金融機関　■金融商品取引業者　■その他法人　■外国人　■個人・その他　■政府・地方公共団体

機関投資家向けモデルルーム見学会

野村不動産グループは、野村不動産ホールディングス内に広報 IR部を設置し、積極的なコミュ
ニケーションと正確・適時・公平な情報開示を行うことにより、経営戦略や財務状況に関する理
解促進と株主・投資家の皆さまとの信頼構築に努めています。

株主・投資家とともに
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 2011年度活動トピックス

東日本大震災復興支援として、「東日
本大震災復興支援コンサート」や「物産
展」などを開催しました。今後も引き続
き復興支援に取り組んでまいります。
また、事業を通じて地域・社会とと
もに発展していくことを目指し、相模
大野駅前再開発プロジェクトにおける
「相模大野宣伝部」、国分寺市立いず
みホールにおける「いずみ@あそび
あーと」など、地域との共生に注力し
ました。

 東日本大震災復興支援

「東日本大震災復興支援 
コンサート」を開催
野村ビルマネジメントは、2012年8

月、「国分寺市立いずみホール」（東京
都国分寺市）において、東日本大震災復
興支援を目的としたコンサート『国分寺

Midsummer Jazz Day～Sing Swing 

Sing～』を開催しました。“音楽でつな
ぐ絆”をテーマに、小・中学生の吹奏楽
バンドやプロのジャズバンドなどによる
演奏を行い、被災地から同市内に避難
されているご家族を含む、多数の方に

ご来場いただき、義援金付入場券の販
売や募金活動を通じて、総額200,813

円の義援金を寄付しました。

東日本大震災の遺児・孤児へ
のスポーツ支援
メガロスは、2012年6月25日より、
東日本大震災の遺児・孤児への支援と
して、同社が運営するすべてのキッズ
スクールの無料開放を行っています
（2015年5月末までを予定）。この取り
組みには、一般社団法人日本フィットネ
ス産業協会加盟の1,400クラブのうち

557のクラブが参加しています。

物産展および募金活動の実施
NREG東芝不動産では、テナント商店

会と共同で開催する「東芝ビル夏まつり」
において、2011年に引き続き、東日本
大震災復興支援として、被災地の特産
品の販売と募金活動を実施しました。
約3,500人の皆さまにご来場いただ
き、募金は認定NPO法人を通じて全額
寄付しました。
また、「新宿野村ビル」においても、

2012年5月および9月に、東北地方の
「観光物産展」を開催しました。

被災者への優先雇用の実施
野村リビングサポートでは、被災され

た方々の支援を目的として、優先的に
首都圏の住み込みの住まいるサポー
ター（管理員）の募集を行い、2物件で
採用しました。

小学生バンドの演奏

野村不動産グループでは、企業市民としてより良い地域・社会づくりに貢献したいと考えています。
私たちの事業は、地域・社会の皆さまに支えられています。
事業を通じて地域・社会とともに発展したいという想いのもと、子どもたちの教育・文化支援な
どさまざまな活動を行っています。

地域・社会とともに

ボランティア休暇制度
野村不動産では、ボランティア休暇

制度を設置し、被災地の復興に向けて
社員自らが社会貢献活動に取り組むこ
とを応援しています。

 地域・社会との共生

相模大野宣伝部の取り組み
野村不動産では、「相模大野駅前再

開発事業」（神奈川県相模原市）の大型
商業棟開発において、地域のNPOなど
と協力し、「相模大野宣伝部」プロジェク
トを推進しています。
これは地域住民とともに相模大野の
魅力を再発見・発信する場となっており、
「“未来の相模大野”を語る100人ワーク
ショップ」や、相模大野の街と人をテー
マに市民が街の広告を作成する「広告
制作課プロジェクト」など、地域コミュ
ニティの活性化に取り組んでいます。

URL: http://www.sagamiono-sendenbu.com/

「第4回ビオトープ顕彰」におい
て「地域貢献賞」「CSR特別
賞」を受賞
横浜ビジネスパーク（YBP）は、

2012年6月、NPO法人日本ビオトー

「相模大野宣伝部」プロジェクト
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プ協会が主催する「第4回ビオトープ顕
彰」において、「地域貢献賞」「CSR特
別賞」を受賞しました。これは、YBPに
常設されている「ビオトープ」および定
期的に開催する「ビオトープ観察会」が
評価されたものです。
野村不動産グループでは、YBPにお

いて、地域に密着したビル運営を目指し
ており、「ホタルがすむ街づくり展」や地
元の小学校・保育園の防犯・防災支援な
ど、さまざまな取り組みを行っています。

モリシア津田沼にて「ツダトモ
プロジェクト」を推進中
ジオ・アカマツが運営を行う商業施設

「モリシア津田沼」（千葉県習志野市）で
は、地域住民が気軽に集まれる場とな
ることを目指し、参加・体験型のイベン
ト「ツダトモプロジェクト」を企画開催し
ています。子どもたちが不要となった
おもちゃを交換し合う「かえっこバザー
ル」はリサイクルの場として地域に定着
しており、子どもたちがリサイクルを学
ぶきっかけにもなっています。

「日本橋室町野村ビル」に 
おける取り組み
野村不動産では、地域の皆さまに「江

戸・歌舞伎・落語」などを楽しんでいただ
く「江戸遊学」講座を開催し、「日本橋室
町野村ビル」（東京都中央区）を地域コ
ミュニティの拠点として活用しています。
また、地元商店街や近隣企業ととも

に、毎年7月に「名橋『日本橋』を洗う
会」に参加し、地域の一員として、日本
橋エリアの活性化に貢献しています。

「かえっこバザール」で、おもちゃをリサイクル

 社会貢献活動

「オハナ平塚桃浜」が 
「津波避難ビル」に指定
分譲マンション「オハナ平塚桃浜」

（神奈川県平塚市）は、神奈川県平塚市
の「津波避難ビル」に指定されました。
「津波避難ビル」とは、大津波警報が発
表された時から警報
が解除されるまで、
地域住民が緊急かつ
一時的に避難できる
場所を指し、災害時
には、約900名の市
民の方が避難するこ
とができます。

ポスト団塊ジュニア世代会議
「PDJ-Lab」を展開
野村不動産では、社内外のポスト団

塊ジュニア世代（現在26～36歳）を中
心とした会議「PDJ-Lab」をWeb上
で展開しています。この取り組みは、

ポスト団塊ジュニア世代のより良い暮
らしと住まいについて考える視聴者参
加型会議です。

URL: http://www.pdj-lab.jp/

「第1回 薬物乱用防止 
キャンペーンin横濱」への協賛
野村不動産は、2012年7月から9月に

かけて実施された「第1回薬物乱用防止
キャンペーンin横濱」に協賛しました。
当キャンペーンは、社団法人横浜市

薬剤師会と横浜薬科大学が中心となり、
若い世代への啓発を目的として開催し
たものです。

「国分寺市立いずみホール」における次世代育成活動

野村ビルマネジメントは、自社で管理運営を行う「国分寺市立いずみホール」に
おいて、2011年度より『どきどきワクワクアート体験 いずみ@あそびあーと』
を定期的に開催しています。地域の子どもたちとその若い親世代を対象とし、プ
ロのアーティストによるアート体験を通して、心の交流や感性を育むことを目的
とするものです。
加えて、2012年度には、NPO法人子ども劇場東京都協議会の協力を得て

「いずみ@を100倍楽しむ会」を設立し、子どもたちと一緒に地域で文化活動を
楽しむグループづくりの支援を行っています。
今後も「文化豊かなまちづくり」を市民の皆さんと協働で推進していき

ます。

「津波避難ビル」
に指定

「PDJ-Lab」
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野村不動産グループでは、ステークホルダーからの信頼を得、企業として持続的に発展してい
くためには、事業の担い手である社員の成長が不可欠であると考えています。グループ社員が
互いの多様な価値観を認め合い、個々の能力を最大限に発揮するために、働きやすい職場環境
の整備および人材育成を行っています。

社員とともに

 2011年度活動トピックス

グループ内の人的資源を最大限に活
用することを目的として、野村不動産
ホールディングス内にグループ人事部
を設置しました。今後、グループ全体で
の人事施策の見直しや人材育成に取り
組んでいきます。2011年度は、その先
駆けとして、野村不動産において、「人
材育成に関する基本計画」に基づき、経
営層育成プログラム「ミドルマネジメン
ト研修」および部門を横断する形での社
員交流プログラム「ダイナモキャンプ」、
女性活躍推進プログラム「Tomorrow」
を開始し、人材育成とダイバーシティマ
ネジメントに取り組んでいます。

 人材育成とダイバーシ
ティマネジメント

人材育成に関する基本計画
野村不動産では、グローバル化・少

子高齢化などの社会構造の変化や、複
雑化・高度化する不動産ビジネスに機
敏に対応するためには、高い専門性と
実行力を備え、広い視野で行動できる

人材を育成することが重要と考えてい
ます。こうした考えのもと、「人材育成
に関する基本計画」を策定し、配置計画
や研修などの基本方針を定めました。
また、野村不動産グループ各社にお
いても、階層別研修や実務研修、資格
取得援助などを実施し、計画的な人材
育成を行っています。

【具体的施策】
① 人材育成を目的とした定期異動の実施
② 若手社員の計画的配置による社会人
基礎力の早期強化
（社会人基礎力：職場や社会の中で多くの
人々と接触しながら仕事をしていくために
必要な能力）

③ 経営層の育成
④ 階層別研修、選抜型研修、能力開発
プログラム（YCDI）など、研修プログ
ラムの充実

 YCDIについては、下記をご覧ください。

能力開発プログラム（YCDI）の
推進
野村不動産と野村不動産アーバンネッ

トでは、ステークホルダーから信頼され

人の心理・動きへの理解力、 
組織の能力を引き出す 
コミュニケーション力。

実際の現場における与件、 
さまざまな対立などを踏まえ、 
成果につなげる具体案を 
練り出す戦略的思考力。

自らの信念に基づき主体的に 
行動し、成果が結実するまで 
やりぬく意思・力。

当社の事業領域に関し幅広い 
実務能力のほか、財務、企業価値 
分析などの経営分析力、 
社会環境変化への洞察力などを 
あわせ持つ多角的能力。

意:

情:

知:

考:

【野村不動産が目指す人材】

る企業となるためには、社員一人ひとり
が高い専門性を具備した「プロフェッ
ショナル」であるべきとの考えのもと、
能力開発プログラム「YCDI（＝You can 

do it）」プログラムを推進しています。
このプログラムでは、宅地建物取引主
任者、不動産鑑定士などの不動産に関
する専門資格の取得のみならず、広く社
会人として必要な能力を身につけること
を目的とした語学・財務・法務講座など、
各種プログラムを提供しています。

多様な人材の雇用
野村不動産グループでは、多様な人

材が互いの価値観を認め合い、組織力
を高めることが、企業価値の向上につ
ながると考え、障がい者やシニアの
方々の採用を行っています。

2012年3月末現在、障がい者の雇用
数は80人、障がい者雇用率は1.54%

となっており、今後も採用活動を継続
的に推進するとともに、障がい者が働
きやすい職場環境づくりに取り組んで
いきます。
また、野村リビングサポートでは、住

まいるサポーター（管理員）などとして、
シニアの方々を1,936名（2012年9月
末現在）雇用しています。
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ために何をすべきかについて改めて考
え、年代・役職・所属部署を越えて議論
を行う機会となっています。

 ワークライフバランス

育児・介護の支援
野村不動産グループでは、社員一人

ひとりが最適な働き方を選択し能力を発
揮できる職場づくりを推進するため、育
児休業制度や育児短時間勤務制度、介
護休業制度を設け、育児・介護のため就
業を断念することがないような環境づ
くりを行っています。
また、これらの制度を利用する方法を

イントラネット上において周知するとと
もに、取得しやすい職場環境づくりを促
進しており、2011年度は、72名（うち
男性社員3名）が育児休業制度を利用し
ました。
今後も、積極的な周知と活用の促進

に取り組んでいきます。

介護休業取得者数
（人）

2009年度 2010年度 2011年度

0 1 1

「あしたを、つなぐセッション」

女性活躍推進交流型プログラム
「Tomorrow」の開始
野村不動産では、2012年9月、ダイ

バーシティマネジメントの取り組みとし
て、女性活躍推進交流型プログラム
「Tomorrow」を開始しました。このプロ
グラムは、女性社員同士の横のつながり
を形成し、働きやすい職場環境などにつ
いて意見交換を行うものです。同プロ
グラムの推進により、女性が長く能力を
発揮できる職場環境の整備を行います。

ミドルマネジメント研修の実施
野村不動産では、グループ全体の経

営を担う次世代の人材を育成することを
目的として、2011年度より各部門の部
長などを対象とした「ミドルマネジメント
研修」を実施しています。財務・経営戦
略などの実務研修に加え、変化するマー
ケットの中での野村不動産グループの
将来像などについて議論を行います。

「ダイナモキャンプ」の実施
野村不動産では、会社の現在の状況

への理解促進と、自らが主体となって会
社を担うという意識喚起を目的として、
部門横断型交流プログラム「ダイナモ
キャンプ」を開始しました。「ダイナモ」
とは、「自発的に変革を起こしていく人
材」を意味し、職種や部門を越えたさま
ざまな年次の社員が集まり、新規事業な
どのテーマに基づいて、会社の将来を
考え議論する場となっています。

「あしたを、つなぐセッション」
の実施
野村不動産アーバンネットでは、

「CS&activation」（お客さま満足度の
向上と社員の活性化）を目的とした自由
参加型プログラム「あしたを、つなぐセッ
ション」を開始しました。
他企業への訪問や有識者の講演を聞

くことにより、社員が新しい視点を持ち、
お客さま満足度の向上や会社活性化の

過重労働の防止
野村不動産グループでは、社員の過

重労働を防止・抑制するためのさまざま
な取り組みを行っています。
具体的施策として、野村不動産では、

バースデー休暇やリフレッシュ休暇の導
入による有給休暇の取得促進、および
ノー残業デーの実施やパソコンの利用
時間制限による労働時間の短縮に努め
ています。
また、「1ヵ月当たりの労働時間が一
定時間を超過した社員」については、
「疲労蓄積自己診断チェックリスト」の提
出を求め、部室店長へのフィードバック
を実施するとともに、本人には必要に応
じ健康確保措置を実施しています。
さらに、「労働時間を著しく超過した社
員」については、産業医との面談を行い、
必要に応じ臨時の健康診断を実施するな
ど、健康管理体制の充実を図っています。

健康管理の充実
野村不動産グループでは、「野村不動

産グループ倫理規程」に「健全で働きや
すい職場環境の維持、向上を図る」と定
めており、労働災害の防止、身体と心の
健康管理や働きやすい職場環境の整備
に努めています。グループ各社におい
て人間ドックや健康診断を実施するほか、
「体と心の健康テレホン」や「健康相談
室」を設置するなど、メンタルヘルス対
策にも取り組んでいます。
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野村不動産グループでは、「野村不動産グループ環境理念」のもと、各事業領域において、環境
に配慮した取り組みを推進しています。環境への負荷を低減し持続可能な社会を実現していく
ことは、企業としての社会的使命であると考えています。

地球環境とともに

 2011年度活動トピックス

2011年度は、「ふなばし森のシティ」
が、国土交通省「住宅・建築物省CO2

先導事業」に認定され、環境へのさま
ざまな取り組みを具現化しています。
先進技術の活用はもちろん、自然の力
を活かす設計やコミュニティ支援によ
る持続可能な環境価値の創造を目指
しています。

 詳しくは、6ページからの特集・1をご覧く
ださい。

 環境活動推進体制

「グループ環境理念」の策定
野村不動産ホールディングスは、「野

村不動産グループ環境理念」を策定し、
グループ一体となって環境問題に取り
組んでいます。

環境マネジメントシステムの 
取得・運用
野村ビルマネジメントの横浜事業所

では、環境マネジメントシステムの国際
規格であるISO14001を取得していま
す。環境モデル事業所として、廃棄物
の減量化および資源リサイクル、省エ
ネルギー対策、環境啓発活動の推進を
行っています。

環境活動の推進
NREG東芝不動産では、環境活動推

進目標およびロードマップを設定し、継
続的に環境活動を推進しています。

2011年度は、環境管理委員会を2

回、環境推進担当者会議を1回開催し、
全国所長会議において環境推進活動の
状況報告を2回実施しました。

 省エネ・CO2削減の 
取り組み

「プラウドエコビジョン」
野村不動産は、分譲マンション「プラ

ウド」において多様な省エネ技術・省エ
ネ設計を標準化し、「住まう人の心地良
さを追求しながら、自然と調和していく

こと。そして社会全体のエコにつなげ
ること。」をコンセプトに、「プラウドエコ
ビジョン」を策定し、「へらす」「つくる」
「いかす」という3つの視点でエコを追
求しています。

「へらす」エコ　最も厳しい基準であ
る次世代省エネルギー基準*等級4を積
極的に採用し、複層ガラスや二重サッシ
を採用するなど、省エネ効果を高めるこ
とにより、エネルギー消費量を減らしま
す。また、エネルギー消費量の「見える
化」により、省エネに対する意識向上に
も貢献します。
* 次世代省エネルギー基準：断熱や気密、冷暖房に関す
る、住宅の省エネルギー性を高めるために国土交通
省・経済産業省が定めた基準。

「つくる」エコ　太陽光発電システムや
風力発電など、自然エネルギーの活用
や雨水の再利用システムに取り組んで
います。

「いかす」エコ　植栽や自然風の誘導
など、自然の恵みを活かすことによっ
て、快適さを提供しています。また、
「EV（電気自動車）カーシェアリング」な
ど集合住宅のメリットを活かしたシステ
ムにより、環境負荷の低減に貢献してい
ます。

「プラウド環境評価シート」の策定
野村不動産では、環境への取り組み

を「見える化」するために、社内基準と
して「プラウド環境評価シート」を策定し
ています。設計段階から「へらす」「つ

野村不動産グループ  
環境理念

美しい地球を未来に継承するために、
自然の力と恵みを活かし、

環境との調和ある街と空間を創り育
むことが、グループの使命であると

考えます。

私たちは、
高い志を持ち、環境への感度を 

高め、理想の環境クオリティの実現
を追求していきます。

プラウドエコビジョン
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「Green Building認証」におい
て最高ランク「プラチナ」を取得

NREG東芝不動産が事業主となり、
野村不動産がプロジェクトマネジメント、
設計・監理を受託する「（仮称）ラゾーナ
川崎C地区開発計画」（神奈川県川崎
市）に対して、「Green Building認証」
のプラン認証*における最高ランクの評
価である「プラチナ」が付与されました。
「Green Building認証」は、ビルの
環境性能や防災・防犯、および多様な
ステークホルダーからの社会的要請に
配慮した不動産の普及促進を目的とし
て、（株）日本政策投資銀行が選定・認
証するものです。
環境負荷の低減に配慮した空調・照

明システムや、働く人の立体的なコミュ
ニケーションを誘発する工夫を凝らし
ている点、さらにはBCPに対応した建
物であることなどが評価されました。
* 「プラン認証」：竣工前の物件について、その開発計画
をもとに、環境性能やテナント利便性などを、「DBJ 

Green Building認証」のモデルを使ってスコアリング
し、その開発計画である「プラン」について認証する
仕組み。

テム「ecomo」によるエネルギー使用量
の「見える化」、省エネのためのリニュー
アル工事の施工など、省エネルギーに
貢献しています。

CASBEEの取得促進
野村不動産グループでは、環境負荷

の低減を目指しており、CASBEE*（建
築物総合環境性能評価システム）の取得
に取り組んでいます。
野村不動産が開発するプレミアムミッ

ドサイズオフィス（PMO）、NREG東芝
不動産が開発するオフィスビルおよび
分譲マンション「アリュール」において

CASBEE Aランク以上の認証を取得し
ていく方針です。

2011年度CASBEE取得物件 
（自治体受付物件を含む）

建物名 ランク 制度

（仮称）
ラゾーナ川崎 
C地区開発計画

S CASBEE川崎

プラウド横濱中山 S CASBEE横浜

プラウド綱島 S CASBEE横浜

プラウドタワー 
武蔵小杉 A CASBEE川崎

アリュール日吉本町
レジデンス A CASBEE横浜

アリュール横濱星川 A CASBEE横浜

アリュール横濱 
新子安 A CASBEE横浜

* CASBEE ：建築物の環境性能を総合的に評価するシ
ステム。一般財団法人建築環境・省エネルギー機構
（IBEC）による認証制度とCASBEE川崎などの自治
体独自の評価制度があります。

くる」「いかす」のコンセプトを点数化す
ることにより、環境性能向上に向けての
評価軸としています。

「プラウド環境配慮指針」の
策定
野村不動産は、プラウドの建設現場

における環境への負荷を低減すること
を目的として、「プラウド環境配慮指針」
を策定しました。

 詳しくは22ページをご覧ください。

テナント・居住者への 
省エネ・エコ提案の実施
野村不動産グループでは、当社グ

ループが保有・管理するビルのテナント
や分譲したマンション・戸建の居住者に
対し、省エネ・エコ提案を実施してい
ます。
野村ビルマネジメントでは、電力規制

対策本部を設置し、管理ビルに対して
電力削減の施策を提案するとともに、

ASP*によるエネルギーデータの集計
システムの提供と運用支援、電気量削
減に向けた啓発活動を実施しています。
また、野村リビングサポートでは、管
理組合に対して省エネ・節電提案を実
施するほか、暮らしの情報を発信する
情報誌『住まいるON LINE』を通じて、
エコの取り組み事例などをご紹介して
います。
* ASP： Application Service Provider。
 インターネットを通じて顧客にビジネス用アプリケー
ションをレンタルする事業者。

省エネコンサルティングと 
省エネ工事の実施
野村ビルマネジメントは、エネルギー

マネジメントに関するサポート事業を展
開しています。
環境関連法令に対応する報告書作成

のためのエネルギーデータ集計システ
ムの提供、エネルギー使用量監視シス

エネルギー使用量を「見える化」する「ecomo」

「（仮称）ラゾーナ川崎C地区開発計画」

「アリュール横濱星川」
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社が管理する大学キャンパス内の移動
に電動バイクおよび自転車を導入。野
村リビングサポートでは、物件を巡回す
る際に電動自転車を使用しています。

「社会・環境貢献緑化評価」の
認定を取得
「プラウドシティ浦和」（埼玉県さいた
ま市）は、財団法人都市緑化機構が運
営する「社会・環境貢献緑化評価システ
ム（SEGES：シージェス）*1」の「緑の
保全・創出による社会・環境に貢献する
開発事業（都市開発版 SEGES*2）」に
認定されました。約22,000m2の大規
模開発地における約35%の緑被率や
緑豊かな共用空間を活用したコミュニ
ティづくりなどが評価されたもので、
制度本格運用以降、マンション分野で
は首都圏初の認定となりました。
*1 社会・環境貢献緑化システム（SEGES）：
 緑を守り育てる活動を通じて社会や環境に貢献して
いる企業の緑地を対象に、評価・認定する制度。

*2 都市開発版 SEGES：
 都市開発事業における緑の保全・創出の計画につい
て、緑の機能や効能による社会や環境への貢献度を
一定の基準に沿って評価・認定するシステム。

「環境未来都市」先導的モデル
事業に選定
「プラウド横濱星川」（神奈川県横浜
市）は、「エネルギーの見える化」や自
然エネルギーを活用した取り組みが評
価され、内閣府主催の「環境未来都市」

「日本橋室町野村ビル」に 
おいてグリーン電力を購入
「日本橋室町野村ビル」では、敷地内
の緑地化や屋上緑化、水の再利用な
ど、環境への取り組みを積極的に推進
しており、自然エネルギーからつくられ
たグリーン電力を、年間100万kWh購
入しています。

資源エネルギー庁主催 
「グリーンエネルギー 
クリスマス」に協力

NREG東芝不動産は、経済産業省の資
源エネルギー庁が主催する「グリーンエ
ネルギークリスマス」に協力しています。
「グリーンエネルギークリスマス」は、
太陽光や風力など自然由来エネルギー
の使用を啓発する活動で、企業・団体が
クリスマスシーズンに事業活動やイベン
トで使う電気・熱の一部にグリーンエネ
ルギーを使用するというものです。
なお、資源エネルギー庁によると、

2011年度は本活動全体で、一般家庭
約9,400世帯で1ヵ月間に使用する電
力量に相当する約280万kWhのグリー
ン電力が使用されました。

「高効率冷凍機導入による 
省エネルギー事業」を完了
横浜ビジネスパーク熱供給では、独

立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構（NEDO）より「平成21年度
エネルギー使用合理化事業者支援事
業」として選定された「高効率冷凍機導
入による省エネルギー事業」を、2012

年1月末に完了しました。
当事業は、高効率冷凍機の導入に

よって都市ガスと電力使用量の削減を
図り、省エネルギーを実現するもので、
省エネルギー率9.5%、省エネルギー量
（原油換算）447kℓ／年を達成する予定
です。

【横浜ビジネスパーク熱供給事業概要】
地域熱供給開始：1990年1月4日
供給区域：横浜市保土ケ谷区神戸町134番地
区域面積：13.2ha

供給建物延床面積：222,895m2

供給建物：  業務施設、電算センター、商業施設、
スポーツ施設など全11棟

営業車としてハイブリッド・ 
低排出ガス車の利用を促進
野村不動産アーバンネットでは、自

動車の排出ガスに含まれる有害物質を
削減するため、営業車のハイブリッド・
低排出ガス車化を促進しています。

2012年10月19日現在、「平成17年
基準排出ガス75%低減レベル」の基準
を満たす営業車は87.69%、「平成17

年基準排出ガス50%低減レベル」の営
業車は、10.76%を達成しています。
また、野村ビルマネジメントでは、自

高効率冷凍機

グリーンエネルギークリスマス

「日本橋室町野村ビル」

プラウドシティ浦和
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構想の先導的モデル事業に選ばれまし
た。「環境未来都市」構想とは、「環境・
超高齢化対応等に向けた、人間中心の
新たな価値を創造する都市」の実現を
目指すものです。

分譲マンション初となる太陽光
発電連動型蓄電池を導入
「プラウドシティ神戸名谷」（兵庫県神
戸市）は、環境に配慮した取り組みの一
環として、分譲マンションでは初とな
る、太陽光発電とパワーコンディショ
ナー*一体型リチウムイオン電池を連
動させる新しい蓄電システムを採用し
ました。
従来の鉛蓄電池と比べ、リチウムイ

オン蓄電池は充電エネルギーの保持特
性に優れ、ハイブリッドカーなどでの利
用が進んでいます。このリチウムイオ
ン蓄電池に、太陽光発電からの充電を
可能としたことで、災害による停電時
にも共用部の一部で電力使用が可能と
なります。
* パワーコンディショナー：
 太陽光発電システムなどにおいて、太陽光発電などに
よって発電された電気を家庭などで利用できるように
変換する機器のこと。

「enecoQ（エネコック）」の 
導入を開始
野村不動産では、電力とインター

ネットを融合させ、電力消費のピーク
抑制を目指すスマートマンションエネ
ルギーシステム「enecoQ（エネコッ
ク）」を（株）ファミリーネット・ジャパン

と共同開発しました。
 詳しくは、6ページからの特集・1をご覧く
ださい。

マンション緑化のための 
産学協同研究を開始
野村不動産では、マンションにおけ

る緑化を推進することを目的として、
城西国際大学環境社会学部との産学
協同により、グリーンカーテンに関す
る研究を開始しました。マンションでの
育成に適した樹種や育成方法、グリー
ンカーテンによる室内温度の変化など
について実験を行っています。

グリーンカーテン設置のための
「えこふっくん」を開発
野村不動産では、マンションにおけ

る緑化を推進することを目的として、バ
ルコニーで手軽にグリーンカーテンを
吊るすことのできる「えこふっくん」を
開発しました。風にあおられてもネット
が外れないよう設計したものです。
あわせて、グリーンカーテンづくりをサ

ポートするガーデン教室の開催なども予
定しています。

 省資源・廃棄物削減の 
取り組み

省資源・廃棄物削減の取り組み
野村ビルマネジメントでは、事業活

動に伴う資源の有効活用と廃棄物の削
減に向 けて、3R（Reduce・Reuse・

Recycle）に取り組んでいます。循環
型社会形成の一端を担うべく、産業廃
棄物のリサイクルおよび一般廃棄物の
減量化を推進しています。

 有害物質削減の取り組み

土壌汚染とアスベストに対する
取り組み
野村不動産グループでは、関連法令

に基づき、土地履歴調査や土壌汚染調
査、浄化対策を適正に実施しています。
また、解体予定のものを含む保有建
物について、アスベストの使用状況の調
査・確認を行い、除去など適切な対応を
行っています。微量PCB廃棄物など有
害物質も適正に保管・管理しており、今
後も定期的に点検を行うことで、環境へ
の影響を最低限に抑えていきます。

 水環境保全の取り組み

水環境保全の取り組み
野村不動産グループでは、水を欠か

すことのできない大切な資源と位置づ
け、節水や水の有効利用などの施策を
実施しています。
具体的施策として、「日本橋室町野村

ビル」では、水の有効利用策として雨水
や冷却塔ブロー、空調ドレン水の再生
処理設備を備えています。
また、「東芝ビルディング」と「ラゾー
ナ川崎プラザ」では、商業施設の厨房
排水を処理してトイレ洗浄水として再
利用しています。

城西国際大学環境社会学部との産学協同研究

プラウド横濱星川

「えこふっくん」
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の設置や、地域の子どもたちのための
「ビオトープ観察会」などが行われ、毎
年多くの地域住民の方が来場され
ます。

スポットの設置、周辺緑地との連続性
への配慮など、地域コミュニティの中
で、本質的なエコを実現しています。

「ホタルがすむ街づくり展2012」
の開催
野村不動産は、2012年6月、「横浜

ビジネスパーク」において「第5回ホタ
ルがすむ街づくり展2012」を開催しま
した。環境問題や自然の大切さを考え
るきっかけづくりとして開催されるも
ので、ホタルを鑑賞できる特設ブース
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環境活動データ

野村不動産グループが所有するビルの
うち、東京都環境確保条例対象ビルおよび
「当社グループの持分面積が50,000m2

以上のビル（オフィスを主たる用途とする
もの）」の、2011年度における「原油換算
エネルギー使用量」「CO2排出量」「上水
道使用量」「廃棄物排出量」は、右記のと
おりです。
原単位（延べ床面積当たり）で前年度

数値と比較しますと、「原油換算エネル
ギー使用量」14.1%減、「CO2排出量」

13.6%減、「上水道使用量」3.8%増、
「廃棄物排出量」4.4%増となりました。

※ CO2排出量は、東京都環境確保条例で指定する排出係
数により算出しています。

※ 対象ビル：新宿野村ビル・東芝浜松町ビル・東芝ビル
ディング・日本橋室町野村ビル・深川ギャザリアタワー
N棟・府中東芝ビル・横浜ビジネスパーク

 ただし、「日本橋室町野村ビル」については2010年9月
末竣工のため、2010年10月1日以降加算しています。

メダカの放流を楽しむ子どもたち

 生物多様性保全の 
取り組み

事業における緑化計画の推進
野村不動産グループは、分譲マン

ションやオフィスビルにおいて、植栽
および既存樹による緑化計画や植栽の
維持管理を積極的に実施しています。
野村不動産では、「プラウドエコビ

ジョン」に基づきパッシブデザインに取
り組んでおり、低木と高木を有効に用
いた緑視率の向上、高木によるクール
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コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス体制
野村不動産ホールディングスでは、

取締役会、監査役会、グループ経営会
議などを設置し、グループ経営を行っ
ています。
取締役会
取締役会は、取締役5名で構成され、

経営上の重要事項を決定し、取締役の
業務の執行状況を監督しています。な
お、取締役会には監査役が出席し、必
要に応じて意見を述べています。
監査役会
監査役会は、監査役5名（うち、社外

監査役3名）で構成され、監査方針、業
務の分担などの策定を行うとともに監
査事項についての協議を行っていま
す。なお、監査役専属のスタッフを配
属するなどの施策を通じて、監査実務
の実効性を高めています。
グループ経営会議
グループ経営会議は、野村不動産

ホールディングス取締役と主要なグ
ループ会社の社長などで構成され、グ
ループ経営を推進するための意思統一
を図り、各事業会社の予算進捗や業務
執行状況を確認しています。

内部統制の整備
野村不動産ホールディングスでは監

査部を設置し、グループ全体の内部監
査機能の統括、モニタリング、評価を
行っています。監査部では、グループ
各社の内部監査結果報告に基づき、グ
ループ各社の内部統制の評価を行い、
各社業務の適正性の確認や業務遂行上
の課題などを取締役会に報告していま
す。また、グループ各社の内部監査部
門を通じ、必要に応じた業務改善の指
導・支援を行っています。
グループ各社では、一部の小規模な
会社を除き、社長直轄の内部監査部門
を設置し、組織上の独立性を高め、効
果的・効率的な内部監査に努めており、
その内部監査結果および改善状況を各
社の取締役会などに報告しています。
さらに、金融商品取引法に基づく「内

部統制報告制度」対応として、財務報告
に係る内部統制の整備・運用状況の評
価を行い、2012年3月末時点において
「グループの財務報告に係る内部統制
は、有効」と評価した内部統制報告書を
提出しています。

グループIT戦略推進室、 
グループ人事部、 
グループ総務部を新設
野村不動産ホールディングスグルー

プは、グループ経営強化を目的として、

2012年5月、グループIT戦略推進室、
グループ人事部およびグループ総務部
を新設しました。

野村不動産グループでは、ステークホルダーからの信頼を得るためには、健全性・透明性の
高い経営を実践していくこと、および野村不動産ホールディングスがグループ会社の事業活動
の管理・監督を適切に行うことが重要であると考え、コーポレート・ガバナンスの体制構築に
取り組んでいます。

コーポレート・ガバナンス体制

株主総会

代表取締役

グループ経営会議

CSR委員会

リスクマネジメント委員会

各部 監査部

監査役会
（監査役5名）

会
計
監
査
人（
監
査
法
人
）

選任・解任 選任・解任

監査

選任

各種指導および支援 モニタリング

各事業会社

監
査

選任・解職

取締役会
（取締役5名）
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リスクマネジメント

「リスク管理規程」の制定
野村不動産グループは、リスクに対し

て的確に対応し、経営の健全性を確保
することが企業の基盤であると考え、リ
スク管理の基本事項として「リスク管理
規程」を定めています。リスクマネジメ
ントの前提としてリスクの把握が重要で
あり、定期的なモニタリングのみなら
ず、予期せぬ発生事実のすみやかな経
営陣への状況報告など適時適切な情報
伝達ルールを確立しています。

「リスク管理規程」概要
■  グループとして管理すべきリスク
■  「リスクマネジメント委員会」の設置
■  発生事実の情報伝達体制
■  緊急対応

設置し、リスクマネジメントを推進して
います。同委員会は、原則月1回開催
し、グループ全体のリスク管理、コンプ
ライアンス、情報セキュリティに関する
事項について審議するとともに、リスク
発生時の対応策について協議し、その
審議内容を定期的に取締役会に報告し
ています。
また、同委員会はグループ各社に対

して必要な指導・助言・支援を行ってお
り、その一例として、法令遵守状況の定
期的点検を行っています。宅地建物取
引業法、金融商品取引法などの横断的
に各社にかかわる法令について、遵守
状況などを点検し是正すべき問題点を
指摘することで、法令遵守を推進してい
ます。
さらに、グループ各社においても独

自にリスクマネジメントに関する会議体
を設置するなど、業務内容に応じた適切
なリスクの管理に努めています。

情報セキュリティ管理体制
野村不動産グループでは、「リスクマ

ネジメント委員会」委員長を情報セキュ
リティ最高責任者とし、「リスクマネジメ
ント委員会」において、情報の取り扱い・
管理に関する審議や意思統一を図って
います。
グループ各社では、業務上の必要性
から各事業において多くの個人情報を
取り扱いますが、これらの個人情報に
ついて取り扱い方法、管理責任者の任
命などに関する「情報セキュリティ規
程」、「個人情報取扱規則」などの内部
ルールを定め、社員の教育・啓発を行

い、個人情報保護法ほか関係諸法令の
遵守と適正な取り扱いに努めています。
毎年7月には「リスクマネジメント委

員会」の指示のもと、「情報セキュリ
ティの強化」をテーマとしたキャンペー
ンを実施し、グループ各社において情
報取扱ルール、システムの運用ルール
などを再確認しています。

緊急時の対策
野村不動産グループ各社では、災害

発生や停電などに備え、その予防、発
生時の応急措置などに関し役職員の行
動の基準、管理物件設備の対処手順な
どを策定しています。
野村ビルマネジメントでは、広域災害

緊急要員として管理職が交代で年間

365日、本社近くのホテルに宿泊するな
どし、夜間・休日でも緊急時対応にあた
れるよう本部要員を確保しています。
またグループ全体の取り組みとして、
災害発生時の役職員の被災状況と安全
を迅速に把握するため、野村不動産ホー
ルディングスとグループ各社の総務部
門が連携し、毎年1月17日に、グループ
全役職員を対象に、インターネット・携
帯電話などを通じた安否確認訓練と緊
急時情報伝達訓練を実施しています。

BCPの策定
野村不動産と野村リビングサポート

では、首都直下地震を想定した事業継
続計画（BCP）を策定し、緊急時の指揮
命令系統、事業継続のための任務分担
などを定め、災害の影響を最小限にす
べく体制整備を進めています。

「リスクマネジメント委員会」の
設置
「リスク管理規程」の定めに基づき、
グループ各社の総務部門担当役員など
から構成する「リスクマネジメント委員
会」を野村不動産ホールディングスに

情報伝達のフロー

野村不動産ホールディングス

野村不動産グループ各社

リスクマネジメント委員会委員長

●各社にて情報伝達 
ガイドラインなどの策定
●各社にて緊急連絡網策定

グループ各社 社員

CSR推進部

情報伝達責任者

野村不動産グループでは、リスクの適切な管理を行い、経営の健全性を確保することが事業
活動の基盤であると考え、リスクマネジメントの推進に取り組んでいます。事業の継続および
安定的発展を確保するため、グループのリスク管理体制を整備し、リスクを適切にコントロール
できるよう努めています。
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コンプライアンス

「野村不動産グループ 
倫理規程」の制定
野村不動産グループでは、コンプラ

イアンス体制を強化することを目的とし
て、2012年5月に「野村不動産グルー
プ倫理規程（以下、「倫理規程」）」を制
定しました。
社会的要請の多様化や厳格化を踏ま

え、これまでの「野村不動産グループ行
動規範」の見直しを行い、グループ共通
の規程として制定しました。「倫理規
程」では、取引先から接待・贈答を受け
た際の対応や内部統制構築に関する事
項なども盛り込んでいます。

コンプライアンス推進体制
野村不動産グループでは、野村不動

産ホールディングスに「リスクマネジメン
ト委員会」および「CSR推進部」を設置
し、コンプライアンス体制の構築と整備
を行っています。また、グループ各社に
おいて「コンプライアンス統括責任者」
および「コンプライアンスリーダー」を
選任し、グループ会社への浸透に努め
ています。

コンプライアンスプログラム
野村不動産ホールディングスでは、

「コンプライアンスプログラム」を策定
し、年間を通して研修を行っています。
「コンプライアンスアワー」は、イン
ターネットを通じてグループ各社の役
職員に毎月配信されるプログラムで、コ
ンプライアンスに対する意識向上につ

ながっています。

人権の尊重
野村不動産グルー

プでは、「倫理規程」に
おいて、「お客様、取
引先、役職員はじめ、
あらゆる人の尊厳と基
本的人権を尊重して行
動するものとする」こと
を規定しています。
具体的な施策として

は、人権問題の相談窓
口である「野村不動産
グループ人権啓発デス

ク」および、社外相談窓口として「セク
ハラ・パワハラほっとライン」を設置し、
相談への適切な対応を行っています。

リスクホットライン
野村不動産グループでは、社員の内

部通報窓口として「野村不動産グルー
プ・リスクホットライン」を設置していま
す。社内役員と外部弁護士の2つの窓
口を用意しており、コンプライアンス上
の問題があるにもかかわらず職場での
解決が図られない場合などに、社員
は、任意の窓口に通報することができ
ます。

反社会的勢力への対応
野村不動産グループでは、「倫理規

程」において、「反社会的勢力や団体と
の一切の取引を行わない」ことを定め、
反社会的勢力との関係を全て遮断する
ことを基本方針としています。
この基本方針に則り、具体的な対応

に関してはマニュアルを整備するとと
もに、社内体制としては組織的な対応
を推進するための統括部署および不当
要求防止責任者を設置しています。ま
た弁護士や警察など外部の専門機関と
適宜相談・連携しながら、反社会的勢
力による経営活動への関与の防止や当
該勢力による被害を防止するための対
応に取り組んでいます。

野村不動産グループ　コンプライアンス体制

取締役会

会長　社長

グループ
コンプライアンス統括責任者

コンプライアンス統括責任者

コンプライアンスリーダー

コンプライアンス推進担当 など 

CSR推進部

リスク 
マネジメント
委員会

リスク委員会 
など（各社　総務担当役員）

（各社　総務部長 など）

野
村
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動
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ル
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野
村
不
動
産
グ
ル
ー
プ
各
社

委員長

事務局

委員

委員

（野村不動産ホールディングス
CSR推進部担当役員）

（各社にて選任）

野村不動産グループは、法令・ルールの遵守はもちろんのこと、社員一人ひとりが高い倫理観
を持って行動することが、社会的責任に応えることと考えています。コンプライアンスを経営の
重要課題のひとつとして位置づけ、「野村不動産グループ倫理規程」を指針として掲げ、グルー
プ全役職員が遵守すべき基本的な規範を定めています。
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第三者意見

第三者意見をいただいて

昨年に続き、第三者意見を書くに際し、CSR担当者の
ヒアリングと、CSR報告書・ウェブサイトを見せていた
だいた。
「あしたを、つなぐ」をグループメッセージとする野村不
動産グループは、今年も顧客と社会のニーズに応えるため
に、さまざまな新しい取り組みをスタートさせたことを理
解した。社会が思い描く理想の未来に向けて、先端のITと
環境技術を駆使し、先進的な都市の住環境をハード面から
提供するだけでなく、同時にソフト面においても支援し、
居住者や利用者の「絆」を生み出している。
その最も分かりやすい例は、複合開発プロジェクトの「ふ

なばし森のシティ」（以下、「森のシティ」）とタワーマンショ
ンの「プラウドタワー東雲キャナルコート」だ。
「森のシティ」からは、環境に優しい住宅に住むことは、
そのこと自体が環境保護活動であるという印象を受けた。
分譲マンション業界初のエネルギー一括管理サービス
「enecoQ（エネコック）」により、マンション全体でエネル
ギー総消費量をコントロールでき、結果として、個々の住
民の電気料金も下げられるという。さらに、エネルギー使
用状況を「見える化」することにより、電力量消費ランキン
グなどといったCO2削減を楽しみながら行える仕掛けも
ある。それだけでなく、電気自動車や電動自転車が利用し
やすい環境が整っている上に、近隣の農業体験ツアーな
ど、環境を考える学びの機会も提供していくという。
「森のシティ」は、企業と地域住民が一体となった環境保
護運動の発信基地になり、世界の注目を集めるだろう。そ
してまた、日本のスマートシティ化を加速する起爆剤にな
ることも予感する。すでに国土交通省の「住宅・建築物省
CO2先導事業」に認定されたのは納得する。

「プラウドタワー東雲キャナルコート」も注目に値する。
震災後、人々の関心がますます安心・安全へと高まる中、
生活者アンケートを実施し、防災対策の強化を行った。ア
ンケートの声を受けて、耐震性に優れたフレキシブルな配
管への変更や、家具転倒防止用下地の増設などのハード
面の改善に加えて、マンション居住者がチームとなってお
互いの安全を確認できる体制づくりなど、ソフト面に至る
まで支援するようになった。こうした住民や利用者の「絆」
を創出するところまで面倒を見てくれる不動産会社はほか
にどれだけあるだろうか。
一方、野村不動産が展開するPMO事業においても、テ

ナントのビジネス支援やテナント同士の交流促進などソフ
ト面からの徹底的したサポートにも驚かされる。また、野
村不動産グループによる、マンションのコミュニティ形成
を支援するガイドブックの発行や、住まいの総合窓口であ
る「野村住まいるセンター」などの存在も「絆」を促進する
ものであり評価したい。
さて、CSR担当の方の話によると、今年2回のCSR委

員会が開催され、グループ会社13社の担当者が集まり、
CSRをグループ全体の運動にしようという気運が生まれ
たという。例えば、グループ会社として各社の強みの共有
や、次世代リーダーの育成・女性活躍促進プログラムなど
の目標および結果についてなど、具体的な目標とその経
過報告が定量的な内容も含む形で盛り込まれたCSR報告
書を来年度見られることを望んでいる。また、CSR報告
書とWebサイトのそれぞれの特徴を使い分けた報告方法
についても考えていただきたい。
今後も、野村不動産グループ全体がCSRに関する先進

的な取り組みを進めていくことを期待している。

斎藤さまには昨年に引き続き、当社グループのCSR活動
に関して的確なご意見をいただき、ありがとうございます。

2011年4月にCSR推進体制を整備し、今回が2回目の
CSR報告書発行となりました。この間、CSR委員会も回
を重ね、グループ各社におけるCSR目標の設定や各社の
強みと弱みの共有など、CSR活動が具体的に形となって
グループ内に浸透しつつあります。来年度のCSR報告書

では、より具体的な目標とその経過をご報告できるよう努
力してまいります。さらに今後も、事業活動を通してステー
クホルダーの皆さまの信頼にお応えできるCSR経営を
行ってまいります。

野村不動産ホールディングス株式会社
執行役員 CSR委員会委員長

伊勢 幸三

ASU International LLC

斎藤 槙（さいとう まき）

ASU International LLC代表、CSRコンサルタント。
SBI大学院大学客員准教授、人間の安全保障フォーラム理事、目黒区環境審議会専門委員会委員。
米国NYコロンビア大学大学院卒業。
著書に『世界をよくする簡単な100の方法』（講談社）、『社会起業家～社会責任ビジネスの新しい潮流』 
（岩波新書）、『ソーシャルビジネス入門（翻訳・解説）』（日経BP）など。
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野村不動産グループの概要

野村不動産ホールディングス

商号 野村不動産ホールディングス株式会社
所在地 東京都新宿区西新宿1丁目26番2号　新宿野村ビル
設立年月日 2004年6月1日
資本金 1,156億2,590万3,200円（2012年3月末現在）
従業員数 5,399名（2012年3月末現在、連結ベース）

URL http://www.nomura-re-hd.co.jp/

業績の推移 （各年3月期、連結ベース）
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営業収益
（百万円）

営業利益／経常利益
（百万円）

■営業利益　■経常利益

■住宅事業　■ビル事業
■資産運用開発事業　 
■仲介・販売受託事業  ■その他の事業

当期純利益
（百万円）

事業別営業収益 
（百万円）

（2012年3月期）

※ 営業収益構成比はセグメント間の内部売上
高または振替高を含めて算出しています。

編集方針

本報告書は、野村不動産グループのCSRに対する考え方や取り組みにつ
いて、ステークホルダーの皆さまに、誠実に分かりやすく報告することを
目的として発行しています。
作成にあたっては、GRI（Global Reporting Initiative）「サステナビリ
ティ・レポーティング・ガイドライン第3.1版」とISO26000「社会的責任
に関する手引き」を参考にしています。
また、より多くの皆さまにCSR活動の取り組みを理解していただくため
に、Webサイトにおいても情報を公開しています。

http://www.nomura-re-hd.co.jp/csr/
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私たちのグループメッセージである「あしたを、つなぐ」は、
未来に向けて高い目標をやり遂げるチャレンジ精神と、お客さま・社会との関係性を意味しています。
これは、私たち自身への約束であり、お客さまと社会への約束です。

お客さまをはじめとする社会と永続的な信頼関係を築くこと。
事業を通じて環境負荷の低減などの社会課題に応えていくこと。
そして、商品やサービスを通じて新しい社会価値を創造していくこと。
グループ各社および社員が、それぞれの仕事や役割を通して、
社会的責任を果たし続けることで、より大きな信頼を築いていくこと。
こうした想いを事業活動を通して実現していくことが、私たちのCSRであると考えています。
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報告対象期間
2011年度（2011年4月1日～2012年3月31日）
※ 一部内容に2011年度以前、または以降の活動と見通しについても掲載しています。

報告対象範囲
野村不動産ホールディングスおよび野村不動産グループ各社（13社）
※ 組織名称は2012年11月1日現在のものです。

発行時期
2012年11月

次回発行予定
2013年11月

報告書内の記述について
● 本報告書において、「野村不動産ホールディングス」は野村不動産ホー
ルディングス株式会社を、「野村不動産グループ」は野村不動産ホール
ディングス株式会社および野村不動産グループ各社（13社）を示して
います。

● 本文に掲載している人名や会社名などは、原則として敬称を略してい
ます。

● 本報告書に掲載した内容は、過去と現在の事実だけではなく、発行時点
における計画や将来の見通しを含んでいます。これらは記述した時点で
把握している情報に基づく仮定や判断を含むものであり、将来の活動内
容や結果が掲載内容と異なる可能性があることをご了承ください。

住宅事業
住宅事業では、マンション・戸建住宅・再開発な
どの開発・分譲事業を行っています。製販一体
の強みを活かし、首都圏を中心に「PROUD」ブ
ランド展開を図り、マンション・戸建てを供給し
ています。また、2011年8月に新ブランド
「OHANA」を立ち上げ、首都圏の郊外エリアを
対象に事業展開しています。

■ 野村不動産（住宅事業本部）
■ プライムクロス

その他の事業
その他の事業では、主にフィットネスクラブを
展開しており、首都圏を中心に26店舗を運営
しています。

■ メガロス

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

野村不動産

「PROUD」ブランドを核としてマンション・戸建分譲を行う
住宅事業、オフィス賃貸・収益不動産開発を行う都市開発
事業、法人仲介・CRE（企業不動産）戦略支援を行う法人営
業事業の3つの事業を展開しています。

グループ企業一覧

仲介・CRE事業
仲介・CRE事業では、個人仲介において首都
圏を中心とした店舗網とインターネットサイト
の充実により、お客さまの住みかえニーズに
応えています。また、法人仲介においては、従
来から培ってきた5,000社を超える直接外交
ルートを活かし、案件の発掘、成約に結びつけ
ています。

■ 野村不動産（法人営業本部）
■ 野村不動産アーバンネット

賃貸事業
賃貸事業では、新宿野村ビルや東芝ビルディン
グなどのオフィスビル、ラゾーナ川崎プラザな
どの商業施設を保有・賃貸しています。また、
投資家向けにオフィスビル・商業施設・物流施
設などの収益不動産開発を行っています。

■ 野村不動産（都市開発事業本部）
■ NREG東芝不動産
■ 横浜ビジネスパーク熱供給
■ ジオ・アカマツ
■ NREG東芝不動産ファシリティーズ

運営管理事業
運営管理事業では、長年の実績によって磨かれ
たノウハウを活かし、住宅やオフィスビルなど
の管理やプロパティ・マネジメント業務を行って
おり、事業を通じて建物の資産価値と収益を高
めていくことに努めています。

■ 野村ビルマネジメント
■ 野村リビングサポート
■ 野村アメニティサービス
■ 野村不動産リフォーム

資産運用事業
資産運用事業では、投資法人や私募ファンドな
どからの委託による資産運用業務を行ってい
ます。2011年10月には当社グループの運用
会社3社を統合し、運用資産1兆円超の規模を
持つ国内最大級の不動産投資運用会社となり
ました。

■ 野村不動産投資顧問



野村不動産ホールディングス株式会社
〒163-0566　東京都新宿区西新宿1丁目26番2号　新宿野村ビル
http://www.nomura-re-hd.co.jp/
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CSR推進部
Tel: 03-3348-8208

Fax: 03-3348-0107
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